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第１７章 通信放送施設防災計画 

西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 

Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 （ 関 西 総 支 社 ） 

株 式 会 社 Ｎ Ｔ Ｔ ド コ モ 関 西 支 社 

ソ フ ト バ ン ク 株 式 会 社 

楽 天 モ バ イ ル 株 式 会 社 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

日 本 放 送 協 会 京 都 放 送 局 

株 式 会 社 京 都 放 送 

株 式 会 社 エ フ エ ム 京 都 

 

第１節 通信施設防災計画 

 
第１ 計画の方針 

電気通信設備の災害による故障発生を未然に防止し、また災害による障害が発生した場合において、電気通

信設備又は回線の復旧を迅速かつ的確に行うとともに、通信サービスの確保を図るため、一般通信施設予防計

画について定める。 

また、災害時に電話がつながりにくい状況下での有効な情報通信手段である「災害用伝言ダイヤル(１７１)」及び

災害用伝言板サービスの運用計画について定める。 

 
第２ 計画の内容 

１ 電気通信設備等の防災計画 

災害による故障発生を未然に防止するため、次の防災計画に従って、万全を期している。 

(1) 大雨、洪水又は高潮等のおそれがある地域の電気通信設備等について、極力防水構造化を行う。 

(2) 暴風、大雪のおそれがある地域の電気通信設備等について、耐風又は耐雪構造化を行う。 

(3) 主要な電気通信設備が設置されている営業所建物について、耐震、耐火構造化を行う。 

(4) 主要な電気通信設備について、予備電源設備を設置する。 

２ 伝送路の整備計画 

局地的災害による回線の被害を分散するため、次のように実施し、又は計画する。 

(1) 主要都市間に多ルート伝送路を整備する。 

(2) 主要区間の伝送路について、有線及び無線による２ルート化を実施する。 

３ 回線の非常措置計画 

災害が発生した場合において、迅速かつ的確に通信サービスを確保するため、あらかじめ次の措置計画を

定め、万全を期すものとする。 

(1) 回線の切替措置方法 

(2) 可搬無線機、工事用車両無線機等及び予備電源車の運用方法 

４ 孤立防止対策計画 

災害の発生で、府内の遠隔地市町村との通信途絶による孤立化を防止するため、次のとおり移動無線網の

整備充実を図る。 

(1) 小型無線電話機の増備 

(2) 可搬型無線機の増備 

５ 「災害用伝言ダイヤル(１７１)」運用計画 

「災害用伝言ダイヤル(１７１)」は、「１７１」をダイヤル後、利用ガイダンスに従って伝言の録音・再生

を行うことにより安否情報伝達等を行うものであり、以下の方針で運用する。 

(1) 被災地住民の情報伝達ニーズを最優先とする。 
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(2) 伝言登録が可能な電話番号エリアは、被災地を中心とした都道府県単位とする。 

(3) 家族による安否確認が一段落後、被災地外から利用（登録）を可能とする。 

６ 災害用伝言板サービス運用計画 

災害用伝言板サービスは、携帯電話、ＰＨＳ及びパソコンから開設された災害用伝言板にメッセージを登

録・確認することにより安否情報伝達等を行うものであり、以下の方針で運用する。 

(1) 被災地住民の連絡手段として活用する。 

(2) メッセージ登録が可能な地域は、災害が発生した地域及びその周辺とする。 

(3) 災害用伝言板を開設した電気通信事業者以外の携帯電話及びパソコンからの安否確認を可能とする。 

７ 大雪時における倒木により電気通信網に支障が生じることへの対策等については「大雪時における安全確

保のためのガイドライン」に基づき実施する。 

 
 

第２節 放送施設防災計画 

 
第１ 計画の方針 

非常災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における放送電波の確保、施設の防護復旧のため、遅滞

なく適切なる処置を講じうるよう、各設備ごとに予防措置の万全を期するものとする。 

 
第２ 計画の内容 

平常から次について準備しておく。 

１ 別に定める放送施設、局舎防災設備基準に基づく措置 

２ 消耗品、機材等の一定量常備（特に浸水に対する防護対策資材の準備その他恒常的に災害をうける地区へ

の応急機材の配備） 

３ 無線中継状態の把握 

４ 移動無線機等の伝ぱん試験 

５ 交通路の調査 

６ 非常持出機器、書類の指定 

７ 仮演奏所及び仮設送信所用場所の調査選定 

８ 電力会社、警察、国土交通省等の利用しうる通信回路の調査 

９ その他必要と認められる事項 
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第１８章 電気ガス施設防災計画 

府 危 機 管 理 部

関西電力株式会社

関西電力送配電株式会社

大阪ガス株式会社  

 

第１節 電気施設防災計画 

 
第１ 現 状 

電気施設の防災については、平常から保安の規定類を始め関係諸規程等に基づき施設の管理、維持改良を行

い、また計画的に巡視点検及び測定等を実施している。 

発雷、大雨又は降雪時等により電気施設に被害のおそれがある場合には、気象情報に留意し、電力供給に支

障を及ぼさないよう措置する。台風、暴風雨等により災害の発生が予想される場合は、関西電力株式会社及び

関西電力送配電株式会社防災業務計画に基づき非常災害対策本部を設置し、各担当部門ごとに重点的に巡視点

検を行い、災害発生を防止するとともに、災害発生時の応急復旧に必要な態勢を整える。 

 
第２ 計画の方針 

設備の被害を軽減し、安定した供給電力の確保をはかるため、「台風21号検証委員会最終報告（2018年12月1 

3日）」及び「大規模災害時における停電復旧の連携等に関する基本協定（2021年11月29日）」も踏まえて、台

風、洪水、雷、雪害等別に災害予防の計画をたて実施する。 

 
第３ 計画の内容 

関西電力株式会社及び関西電力送配電株式会社は、それぞれの会社が保有する電力設備に対して災害の発生

を未然に防止するため、次の対策を実施する。 

ｌ 水害対策 

(1) 水力発電設備 

過去に発生した災害及び被害の実情、河床上昇等を加味した水位予測に各事業所の特異性を考慮し防水

壁の設置、排水ポンプの設置、機器のかさあげ、ダム通信確保のための設備の設置、建物の密閉化（窓の

密閉化、ケーブルダクト閉鎖等）を実施する。 

(2) 送電設備 

鉄塔位置選定では、土砂崩れの危険性がある箇所を回避する。やむを得ず、土砂崩れ等や斜面崩壊が懸

念される箇所を選定する場合は、必要に応じて、基礎や斜面の補強等の技術対策を実施する。 

地中電線路については、ケーブルヘッドの位置の適正化等による防水対策を実施する。 

(3) 変電設備 

浸水または冠水のおそれのある箇所は、床面のかさあげ、窓の改造、出入口の角落し、防水扉の取付け、ケ

ーブル入線孔等建物地下開口部の閉鎖、上下水施設の浸水対策等を行うが、建物の構造上、上記防水対策の不

可能な箇所では主要機器のかさ上げを実施する。また、屋外機器は、基本的にかさ上げを行うが、かさ上げが

困難なものについては、防水・耐水構造化または防水壁等を組み合わせて対処する。 

２ 風害対策 

各設備とも、計画・設計時に建築基準法及び電源設備に関する技術基準等に基づいた対策を行う。 

３ 雪害対策 

雪害の著しい地域は、次のような諸対策を実施する。 

(1) 水力発電設備 

雪崩防護柵の取付け、機器の防雪カバーの取付け、ヒーターの取付け、水中ケーブルの採用等を実施する。
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(2) 送電設備 

鉄塔には、オフセット及び耐雪結構を採用し、がいし装置は、適切な間隔で耐張型を採用するとともに、電力

線及び架空地線には、線下状況に応じて難着雪対策を実施する。また、気象通報等により雪害を予知した場合は、

系統切替等により災害の防止または拡大防止に努める。 

(3) 変電設備 

機器架台のかさ上げ、機器の防雪カバーの取付け、融雪装置等の設置を実施する。 

(4) 配電設備 

縁まわし線の支持がいし増加、雪害用支線ガードの取付け、難着雪電線の使用等により対処する。 

４ 雷害対策 

(1) 送電設備 

架空地線、避雷装置及びアークホーンの設置、接地抵抗の低減等を行うとともに、電力線の溶断防止の

ため、アーマロッドの取付け等を行う。また、気象通報等により雷害を予知した場合は、系統切替等によ

り災害の防止または拡大防止に努める。 

(2) 変電設備 

耐雷遮蔽及び避雷器を重点的に設置するとともに、重要系統の保護継電装置を強化する。 

(3) 配電設備 

襲雷頻度の高い地域においては、避雷器等の避雷装置を取付け対処する。 

 

第４ 府の対策内容 

府は、広域停電事故発生時に災害応急対策のために不可欠な重要施設（災害拠点病院、災害対策本部となる

官公庁舎、防災関連施設等）が電力を確保できるよう平常時から体制を整備するとともに、重要施設の一覧表

を作成し、関係機関と共有する。 

また、「大規模災害時における停電復旧の連携等に関する基本協定（2021年11月29日）」に基づき、事前対

策の検討や、関西電力送配電株式会社との連携強化を図る。 

 

第５ その他 

大雪時における倒木により電気供給網に支障が生じることへの対策等については「大雪時における安全確保

のためのガイドライン」に基づき実施する。 

 

第２節 ガス施設防災計画 

（大阪ガス株式会社） 

第１ 基本方針 

ガス施設において、災害発生の未然防止はもちろん、災害が発生した場合にも、その被害を最小限にとどめる

ため、平常時から防災施設及びガス工作物の設置及び維持管理の基準、防災に関する教育訓練、防災知識の普及

等について策定する。 

 
第２ 予防計画の内容 

１ 防災体制 

防災業務計画により、当社及び関係工事会社等に対し、保安体制並びに非常体制の具体的措置を定める。 

２ ガス施設対策(ガス供給設備) 

(1) 風水害対策 

風水害の発生が予想される場合は、予め定めた主要供給路線、橋梁架管及び浸水の恐れのある地下マン

ホール内の整圧器等を巡回点検する。 

(2) 地震対策 
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ア 新設設備はガス工作物の技術上の基準、ガス導管耐震設計指針等に基づき耐震性を考慮した設計とし、

既設設備はその重要度を考慮し計画的に入替え・補強等必要に応じた対策を講じる。 

イ 二次災害の発生を防止するため、緊急遮断装置の設置による導管網のブロック化を完了している。 

ウ 地震発生時の二次災害防止のため、感震遮断機能を有するマイコンメータ及び遠隔ガス遮断装置及び 

地区ガバナー感震自動ガス遮断装置を設置している。 

(3) その他防災設備 

ア 検知・警報設備 

災害発生時において速やかな状況把握を行い所要の措置を講ずるため、必要に応じ供給所等に遠隔監

視機能を持った次の設備を設置する。 

(ｱ) 地震計 

(ｲ) ガス漏れ警報設備

(ｳ) 圧力計・流量計 

イ 連絡・通信設備 

災害時の情報連絡、指令、報告等を迅速に行うと共に、ガス工作物の遠隔監視・操作を的確に行うた

め、無線通信設備等の連絡通信設備を整備する。 

ウ 資機材の整備 

早急に復旧もしくは応急措置が出来るよう緊急用資機材を保有し、その点検整備を行う。 

(4) 教育・訓練 

ア 防災教育 

ガスの製造設備・供給設備に係る防災意識の高揚を図り、ガスに係る災害の発生防止に努めるため、

災害に関する専門知識、関係法令、保安規程等について、社員等関係者に対する教育を実施する。 

イ 防災訓練 

地震発生時の災害対策を円滑に推進するため、年１回以上被害想定を明らかにした実践的な防災訓練

を実施し、非常事態にこの計画が有効に機能することを確認する。また、地域防災訓練に積極的に参加

する。 

(5) 広報活動 

ア 顧客に対する周知 

パンフレット等を利用してガスの正しい使い方及びガス漏れの際の注意事項を周知する。

イ 土木建設関係者に対する周知 

建設工事の際のガス施設損傷による災害を防止するため、ガス供給施設に関する知識の普及を図ると

共に、ガス事故防止に当たっての注意事項を周知する。 
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第１９章 資材器材等整備計画  

（各機関） 

 

第１節 計画の方針 

 
災害時における応急対策を円滑に実施するために必要な資材器材を平常時から十分検討整備し、各資材器材の機

能を有効に発揮できるようにする。 

必要物資の確保は、原則として調達によることとし、災害発生当初、緊急に必要なもの及び他地域からの支援又

は流通在庫方式で調達が困難なものは備蓄によるものとする。 

また、関西広域連合の広域の備蓄計画との整合を図り、適宜見直しを行うものとする。（事業所等の従業員につ

いては第23章企業等防災対策促進計画、観光客及び帰宅困難者については、第35章観光客保護・帰宅困難者対策計

画参照） 

 

 

第２節 応急復旧資材確保計画 

 
第１ 災害対策本部活動に必要な備蓄資材器材 

各機関の災害対策本部を設置した場合の活動に必要な資材、器材については、有事に際しその機能を有効適

切に発揮できるよう、常時これを点検整備するものとする。 

 
第２ 水防用施設資材器材 

水防管理団体は、次により施設及び資材器材を備え付けるように努めるものとする。 

京都府は、水防管理団体の水防の援助を行う場合に必要とする資材、器材を自ら備えるものとする。 

１ 水防倉庫 

(1) 水防用資材及び器材を備蓄するもので、担当堤防延長１kmから２kmまで１箇所とする。 

(2) 大きさは33㎡以上とする。 

(3)  設置箇所は、水防活動に便利な所を選び、適切な場所のないときは堤防内、法肩その他支障のない箇所

に設置する。 

２ 水防用資材器材 

(1)  資材中腐敗、損傷の恐れのあるものは、水防に支障ない範囲でこれを転用し、常に新しいものを備える

ようにする。 

(2) むしろ、かます、俵等は最悪の場合を予想してあらかじめ収集の方法を検討しておく。 

(3) 資材、器材を減損したときは直ちに補充する。 

３ 水防倉庫１棟当たりの資器材の備蓄、数量の規準は次のとおりである。

資 材 
 

品 目 数 量 品 目 数 量 品 目 数 量 

か ま す ・ 俵

布  袋  類 

な わ 

ロ ー ソ ク

竹（竹杭用を含む） 

 

600枚 

600kg 

50本 

50本 

む し ろ 

釘(15cm) 

杉 丸 太 

長1.8m末口 6cm 長

1.6m末口 9cm 

100枚 

12kg 

150本 

鉄線（１０番） 

鉄線（８番） 

割木 

予備土 玉石 

予備砂利 

100kg 

100kg 

50束 
 

若 干 
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器 材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本表は基準を示すものであるから、状況に応じて変更するも支障ないものとする。

第３ 警備用資材器材等 

１ 警察関係の災害警備用装備資機材 

(1) 定期点検整備 

毎年１回、出水期前に本部、機動隊及び各警察署において災害警備活動用装備資機材の点検整備を実施

する。 

(2) 自主点検整備 

毎月１回、本部、機動隊及び各警察署において災害警備用装備資機材の自主点検を実施する。 

２ 海上警備救難関係の資材、器材 

(1)  毎年定例的に保安部署、巡視船艇の点検を実施し、巡視船艇及び各種施設器材の性能改善及び強化を図

る。 

(2) 常時点検 

各保安部署、船艇において海上警備救難関係の資材、器材を常時整備する。 

 

第４ 医療、助産及び防疫に必要な備蓄資材及び薬材 

毎年５月１日から５月31日までの間において、次の資材等を点検整備するものとする。 

自動車、救護班装具及び診療録等法定諸用紙、ろ水機、給水車、消毒器、残留塩素測定器、防疫用薬品及び

防疫用給水に必要な装具、医扱、医療機器、医薬品（希少ワクチン類を含む。）、衛生材料、輸送用器材及び資

材並びに輸送に必要な用具 

 
第５ 災害救助用備蓄被服、寝具、その他日用必需品 

京都市及び府内に分散備蓄する被服、寝具、その他日用必需品については、毎年６月中に点検整備を行う。 

 

第６ 農林関係災害応急対策に必要な備蓄資材、器材 

毎年５月１日から５月31日までの間に資材、器材を管理している機関が分散清掃調整する。 

品 目 数量 品 目 数量 品 目 数量 

スコップ 30丁 かけや 10丁 のこぎり ４丁 

かま 10丁 おの、又はなた ５丁 ペンチ ３丁 

たこづち ８丁 くわ 10丁 バケツ １個 

ツルハシ ２丁 金づち ３丁 もっこ 若干 

照明灯 若干 にない棒 若干   
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第３節 食料及び生活必需品の確保計画 

 
第１ 生活物資の備蓄 

１ 基本的な考え方 

災害時の生活物資の確保については、自助・共助により行われる物資の確保を基本としつつ、府及び市町

村はそれを補完するために、生命・健康維持の観点での重点備蓄品目を中心とした備蓄を計画的に実施する

ものとする。 

そのため、府は、物資確保に係る基本的な考え方を明らかにした指針を策定する。なお、この指針につい

ては、関西広域連合の広域的な備蓄計画の議論との整合性を図り、随時、内容等を点検する。 

２ 備蓄意識の高揚 

府及び市町村は、日常生活で使用するものを少し多めに確保し、使用するたびに補充する取組（ローリン

グストック）等を活用するなどして、家庭等において３日分（７日分以上が望ましい）の食料、飲料水その

他必要な生活物資の備蓄に努めるとともに、アレルギー対応食や離乳食等の個人や家庭等の実情に応じた工

夫を行うよう広報啓発する。 

３ 備蓄物資の活用 

備蓄物資は、全壊・焼失等により家庭等における備蓄が活用できなかった避難者を中心に供与するほか、

災害対応に当たる要員の活動支援その他の用途に充てるものとする。 

４ 備蓄物資の保管 

府及び市町村は、備蓄倉庫を設け、災害発生当初緊急に必要となる食料、飲料水その他の必要な生活物資

を備蓄する。また、要配慮者が必要とするこれらのものを備蓄する。 

(1)  府の備蓄は、次の各箇所の倉庫での備蓄の他、分散備蓄に配慮することとし、物資の品目及び数量は別

に定める。また、今後の大規模公共施設の建設に当たっては、備蓄物資の保管及び荷捌きの機能を付与す

ることを検討し、府域全体での効率的な備蓄体制の構築に努める。 

宮津倉庫：宮津市字吉原 府宮津総合庁舎内 

福知山倉庫：福知山市篠尾 府福知山総合庁舎内 

丹波倉庫：船井郡京丹波町曽根崩下代 府立丹波自然運動公園内 

スタジアム倉庫：亀岡市追分町 サンガスタジアム by ＫＹＯＣＥＲＡ 

亀岡倉庫：亀岡市荒塚町 府亀岡総合庁舎内 

京都倉庫：京都市上京区中立売通小川東入三丁町 旧府知的障害者更正相談所

近衛倉庫：京都市左京区吉田近衛町 旧府洛東病院近衛寮 

向日町倉庫：向日市寺戸町西ノ段 向日町競輪場

乙訓倉庫：向日市上植野町馬立 乙訓総合庁舎内

八幡倉庫：八幡市八幡樋ノ口 府消防学校 

木津倉庫：木津川市木津上戸 府木津総合庁舎内 

(2)  市町村は、避難所に必要な物資を提供できるよう、避難所の数や位置を考慮して物資の分散備蓄に努め

る。 

 
第２ 米穀等食料の確保 

１ 市町村は、卸売業者（支店等）及び府広域振興局長等と密接な連絡を取り、精米及びその他の応急対策用

食料品の確保に努める。 

２ 府は、食料品の調達、あっ旋を行うものとし、大規模物資保有業者との「災害時における応急対策物資供

給等に関する協定」（平成９年４月以降順次締結）など物資保有業者との調達に関する協定等に基づき、要

請のあった場合にはただちに調達あるいはあっ旋のできる体制を確立する。 
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また、供給すべき食品が不足し、調達の必要がある場合には、農林水産部から農林水産省に食品の調達を

要請するものとする。 

なお、その他応急対策用食料品の要請、調達、あっ旋等の連絡系統を「食料品の調達等系統」に示す。 

３ 府は市町村からの要請を通じて「農林水産省防災業務計画」及び「米穀の買入れ・販売等に関する基本要

領」（以下「基本要領」という。）に基づき、近畿農政局と連携し、米穀販売事業者の所有する手持ち精米及

び政府所有米穀により米穀を確保する。米穀の調達ルートを「食料品の調達系統」に示す。 

４ 災害の発生が予想される場合には、市町村は、当該市町村内の米穀小売業者の手持状況を把握するととも

に、必要に応じとう精を依頼し、精米の確保に努めるものとする。 

なお、府内の米穀販売事業者（卸売の業務を営む者）及び炊飯センターは別表のとおりである。 

 

第３ 物資の調達体制の整備 

１ 府は、別に作成する調達先一覧表により、生活必需品の調達、あっ旋を行うものとし、物資保有業者の協

力を得て、要請のあった場合には直ちに調達あるいはあっ旋のできる体制を確立する。 

なお、災害時における物資の要請、調達、斡旋等の連絡系統を「生活必需物品の調達系統」に示す。 

２ 府は、関係機関の協力を得て、定期的に生活必需品の保有業者、物資名及び在庫数量の調査を実施する。 

３ 府は、京都府総合防災情報システム及び国の物資調達・輸送調整等支援システムを活用して、備蓄物資や物

資輸送拠点の管理、国への救援物資の要請を円滑に行える体制を確立する。 

４ 市町村は、当該市町村及び近隣市町村の区域内の主要業者の物資調達可能数量を把握するとともに、調達

に関する協定を締結するなど緊急時に円滑に調達のできる体制を確立する。 

 
第４ 物資輸送拠点の整備 

府及び市町村は、それぞれ救援物資の集積、保管、仕分け、搬送等のために、物資輸送拠点予定地をあらか

じめ定める。 

この際、民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する

施設を把握しておくなど協力体制を構築し、民間事業者のノウハウや能力等を活用するものとする。 

１ 府は、災害の規模が甚大で、市町村が定める地域内輸送拠点予定地のみによっては対応困難な場合

の対応あるいは他府県からの物資の円滑な受入れを行うため、広域的観点から広域物資輸送拠点予定

地を定める。府の広域物資輸送拠点予定地は広域防災活動拠点のほか次の施設とする。 

 

施設名 京都パルスプラザ（京都府総合見本市会館） 

所在地 京都市伏見区竹田鳥羽殿町５ 

 

２ 市町村は、物資の備蓄場所、避難場所の位置並びに府及び近隣市町村等からの物資受入れ輸送経路

を考慮し、地域内輸送拠点予定地を定める。 

３ 府はトラック協会及び倉庫協会と連携して、物流専門家の派遣支援を受けて物流専門組織を設置し、そ

のノウハウを活用することにより、被災地のニーズに沿って迅速に物資を配送し、物資の滞留を防ぐ

配送システムを整備するよう努める。 

４ 府は、救援物資が大量に搬入され、１の広域物資輸送拠点では管理が困難な場合又は長期化が予想される

場合に備えて、救援物資の集積、保管、仕分け、搬送等を大手物流業者へ一任する体制を整備する。 

 
第５ 燃料の確保 

１ 体制の整備 

府は、石油連盟との重要施設（災害拠点病院、警察、消防署等、社会的に重要性が高い公共施設のうち、

府が指定した施設）の設備等情報（燃料を配送すべき重要施設の連絡先や構内図、タンクの給油口や容量等 
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の基礎情報）を共有し、燃料の緊急調達体制の整備に努めるものとする。 

なお、重要施設の管理者は、非常用電源設備を整備した上で、上記による燃料調達が困難な場合に備えて、

自衛的な燃料備蓄の確保や自力での燃料調達ができるように努める。 

２ 住民への広報 

府と市町村は、平時から住民拠点SS（※）の役割や所在地について周知し、災害時にも府民がガソリンや

灯油などの生活に欠かすことのできない燃料を取得できるように努めるものとする。 

※住民拠点SS…自家発電設備や大型タンクなどを備え、災害などが原因の停電時にも継続して給油できる

住民向けのガソリンスタンド 

 
第６ 家庭動物の飼料等の確保 

１ 家庭動物が居る場合、飼い主責任として、人に迷惑をかけない平常時のしつけに加え、５日分(７日分以

上が望ましい)のペットフード、ペットシーツ等の備蓄に努めるよう広報啓発する。 

２ 家庭動物(犬、猫)のペットフード、一時保管用ケージ等の備蓄資材は、京都動物愛護センターにおいて保

管する。 

 
第７ 市町村地域防災計画で定める事項 

１ 食料供給計画 

(1) 食料の備蓄 

(2) 当該市町村内の販売業者の手持状況の把握 

(3) 調達・連絡体制 

(4) 地域内輸送拠点予定地 

(5) 炊き出し、その他による食品の給食計画等（「自衛隊等の支援又は協力による炊出し連絡系統」参照） 

２ 生活必需品供給計画 

(1) 生活必需品の備蓄 

(2) 地元販売業者の手持状況の把握 

(3) 調達・連絡体制 

(4) 地域内輸送拠点予定地 

(5) 配分計画・支給要領等 
 

別表 

米穀販売事業者（卸売の業務を営む者） 
 

名 称 所 在 地 電 話 番 号 

京都食料株式会社 京都市伏見区横大路橋本町7の3 (075)622-4828 

 
 

炊 飯 セ ン タ ー 
 

給 食 工 場 名 所 在 地 電 話 番 号 

株式会社煌（きらめき） 京都府長岡京市神足芦原１２番地１ (075)953-0017 

三彩食品 京都市南区上鳥羽塔ノ森東向町25-3 (075)661-3081 
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食料品の調達等系統 

 
(1) 応急対策用食料品の調達又はあっ旋ルート 

 

要請 
被災市町村長 連絡 

災害対策課 府消費者生活安全センター 

京都市 671-0030 

事前調整 
 

輸送 調達又はあっ旋 
被災市町村 協定業者等 

 

 
注１ 府災害対策本部設置後は、市町村長からの応援要請についてはすべて府災害対策支部を通じ、府災害対策本部あて行うものとする。 

２ 必要に応じて、災害対策課が調達又はあっ施することができる。 

※協定業者等とは、「災害時における応急対策物資供給等に関する協定」を締結している物資保有業者及び「災害時における生活必需品及び応急

復旧資材の調達先一覧表」に記載の物資保有業者とする。 

 

(2) 米穀の緊急引渡ルー卜 

(a) 販売事業者からの調達 

 

事前調整 
京都市 連携 連携 

災害対策課 府農林水産部農産課 近畿農政局生産部 
被災市町村長 414-4953 451-9161 

要請 

（精米）引渡し 要請 
炊き出し 

売渡要請 
米穀販売業者 農林水産省 

注 府災害対策本部設置後は、市町村長からの応援要請については、府災害対策本部あて行うものとする。

被災者 
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(b) 政府所有米穀の調達 

※ 玄米で引き渡す場合は、国は玄米のとう精指示等は行わない。また、引渡場所については調整により決定。

図では対応が最も想定される精米工場又は米穀販売業者での引渡しを示した。 

 

 

京都市 

事前調整 近畿農政局生産部 知事 
 

要請(注２) 連絡 連携 要請 売買契約 
 

   

被災市町村長 指示 災害対策課 府農林水産部農産課 農林水産省農産局長 

414-4953 03-6744-1354 

指示 緊急引渡手続 

指示 

炊き出し （精米）引渡し 

 

被災者 

精米工場又は米穀販売事業者 受託事業体 

（玄米のとう精） （玄米） 

 
注１ 府災害対策本部設置後は、市町村長からの応援要請については、府災害対策本部あて行うものとする。 

注２ 市町村長は、知事に連絡がつかない場合、農林水産省農産局長に政府所有米穀の引渡を要請することができる。 

この場合、市町村長は知事に、要請後速やかにその旨を報告するとともに、要請書の写しを送付する。 

 

生活必需物品の調達系統 

 
(1) 災害救助法により府が調達及び給貸与する場合 

 

要請 

被災市町村長 依頼 あっ旋 

災害対策課 府消費生活 協定業者等

京都市 安全センター 

事前調整 671-0030 

輸送 

  連絡 

調達 

入札課 被災市町村 

414-5428 

 
注１ 府災害対策本部設置後は、市町村長からの応援要請については、府災害対策本部あて行うものとする。 

２ 必要に応じて、災害対策課が調達又はあっ旋することがきる。 
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(2) 被災市町村から府に物資あっ旋を要請する場合 

 

要請 
被災市町村長 連絡 あっ旋 輸送 

災害対策課 府消費生活 協定業者等 被災市町村
京都市 安全センター 

事前調整 671-0030 
あっ旋 輸送 

（大量の建築資材が必要な場合） 府指導検査課 建設、建材業者 被災市町村 

 
 

注１ 府災害対策本部設置後は、市町村長からの応援要請については、府災害対策本部あて行うものとする。 

２ 府消費者生活安全センターが関与していない協定業者等については、災害対策課が調達又はあっ施するものとする。 

 

 

(3) 国又は他府県に物資あっ旋を要請する場合 

 

要請 

被災市町村長 要請 

災害対策課 関西広域連合 

京都市 

事前調整 

連絡 

 

府消費者生活

安全センター

671-0030 

政府緊急災害対策本部 

 

 

 

 
他府県生活物資相当課 

 

 

 

 
あっ旋 

 

 
 

業者 

輸送

被災市町村 

注１ 府災害対策本部設置後は、市町村長からの応援要請については、府災害対策本部あて行うものとする。 

２ 必要に応じて、災害対策課が調達又はあっ旋することができる。 

      

要請 
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出動 

自衛隊等の支援又は協力による炊出し連絡系統 

 
被災市町村長 京都市長 被災市町村長 京都市長 

 

支援要請  

事前調整 

協力要請  

事前調整 

 

府 災 害 対 策 課 府 災 害 対 策 課

414-4472  414-4472 

要請 要請 
 

海 上 自 衛 隊 
 

陸上自衛隊 陸上自衛隊 舞鶴地方総監部 

第７普通科連隊第３科 第４施設団第３科※
 0773-62-2250 

0773-22-4141 0774-44-0001 （内2222又は2223） 

(内235) (内236)  

当直司令室 当直司令室 出動 

(内302) (内223)  

  被災地へ 

 

 

 
 

被災地へ 

 
 

※ 京都府南部（宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、木津川市、久御山町、井手町、宇治田原町、笠置町、和束町、精華町、南山城村） 
における要請先 

 

 
 

注１ 京都市が応援要請をする場合は、直接府災害対策本部又は担当主管課あて行うものとする。 

２ 府災害対策本部設置後は、市町村長からの応援要請についてはすべて府災害対策支部を通じ、府災害対策本

部あて行うものとする。 
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第２０章 防災知識普及計画 

                 （各機関） 

 

 
第１節 計画の方針 

 
府、市町村及び防災関係機関は、関係職員に対して専門的教育訓練等を実施し、防災知識の向上に努めるととも

に、相互に緊密な連携を保ち単独又は共同して、個人や家庭、地域、企業、団体等が日常的に減災のための行動と

投資を息長く行う府民運動を展開し、地域防災力の向上に取り組んでいけるよう計画するものとする。 

また、被害の防止、軽減の観点から、住民に対して、「自らの命は自らが守る」という意識を持ち自らの判断で避

難行動をとること、早期に避難することが重要であること、そのためにも避難行動への負担感、過去の被災経験等を

基準にした災害に対する危険性の認識、自分は被害に遭わないという思い込み（正常性バイアス）を克服する必要が

あること等を住民に周知し、住民の理解と協力を得るものとする。 

さらに、男女共同参画の視点による避難所運営に活用できるガイド等を策定し、被災時の男女のニーズの違い等

男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。 

 

 

第２節 計画の内容 

 
災害による被害を軽減するためには府、市町村及び防災関係機関はもとより、個人や家庭（自助）の取組を促進

し、社会全体の防災力を高める必要があることから、地域、企業、団体等（共助）における防災の担い手として活

動する人材を育成する。 

また、防災知識の普及、意識の高揚に当たっては、より広い層への拡大に努めるとともに、正しい知識を分かり

やすく提供できるよう、優良なコンテンツやメニューの充実に努めるものとする。 

 
第１ 職員に対する防災研修 

１ 各機関の職員研修所等を利用し、機会を得て防災に対する職員の教育を実施するものとする。教育は幹部

職員、一般職員等に分けて行う。 

２ 京都府地域防災計画が適確有効に活用されるように、その内容、運用等を周知徹底するよう努める。 

 

第２ 防災リーダーの養成 

１ 地域、企業、団体等（共助）における防災の担い手として活動する防災リーダーを育成するため、その組

織に対応した講座を実施する。 

２ 市町村消防団や自主防災組織と連携し、避難行動タイムラインに基づくプッシュ型の避難を地域内で呼び

かける「災害時声掛け人材」等の体制を確立する。 

３ 大学と連携し、学術的知見から実効性のある被害軽減策を構築できる人材の育成を図る。 

 

第３ 一般住民に対する啓発 

１ 講習会等による普及 

各関係機関は、単独又は他機関と共同して、次に掲げる催しを行い、啓発に努める。 

(1) 講 習 会 

(2) 説 明 会 

(3) 座 談 会 
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(4) 研 究 会 

(5) 施設見学会 

(6) 展 覧 会 

２ 各種メディアによる普及 

各機関は、ハザードマップ、広報紙、広報番組及びポスター、ビデオの他、メールやホームページ等各種

メディア等を積極的に活用し、機会あるごとに防災に関する知識の普及啓発に努める。 

特に、事前登録によるメールについては、防災の知識・意識の向上のため、積極的に活用する。 

(1) 映画等による普及 

気象、防火及び災害時の救助活動等の映画を活用し、巡回あるいは講習会等で普及する。 

(2) 報道機関による普及 

防災に関する催し、関係機関が発表する防災関係資料については、新聞、放送機関に報道を依頼して一

般に普及広報を行うよう努める。 

３ 記念事業による普及 

防災の日（防災週間）、防災とボランティアの日（防災とボランティアの週間）、火災予防運動、水防月間、

土砂災害防止月間、海難防止月間等各種防災強調運動を機として防災の知識普及に努める。 

４ 社会教育等を通じての普及 

(1) 社会教育施設における学級・講座等を通じての普及 

(2) ＰＴＡ、青少年団体、女性団体等社会教育関係団体の会合、各種講演会及び集会等を通じての普及 

(3) その他の関係団体の諸活動を通じての普及 

５ 普及の内容 

(1) 災害に関する一般的知識 

(2)  日常普段の減災に向けた取組

ア 住宅、家屋の整理点検 

イ 火災の防止 

ウ 非常食料、非常持出品の準備 

エ 避難地、避難場所、避難路等の確認 

オ 京都府マルチハザード情報提供システムを活用した災害危険箇所の把握

カ 適切に避難行動をするためのタイムライン（避難計画）の作成 

キ 応急救護 

ク 物資の備蓄、耐震補強、家具・ブロック塀等の転倒防止等安全への投資 

(3)  災害発生時における的確な行動

ア 場所別、状況別 

イ 出火防止及び初期消火

ウ 避難の心得 

エ 「災害用伝言ダイヤル(１７１)」、災害用伝言板サービスなど安否情報伝達手段の確保

オ 帰宅困難者支援ステーションの活用 

カ 自らの安全を確保の上、応急対応等の防災活動への参加 

キ 自らの被害が軽微であった場合の生活物資等の提供等の協力 

ク 災害緊急事態が布告され、内閣総理大臣から物資の買い占めの自粛等の協力要請があった場合の協力 

(4) 史実の継承 

郷土の災害史や生活に密着した災害の体験談、避難行動の成功事例などを様々な媒体で継承し、防災教

育に役立てる。 

(5) 緊急地震速報、南海トラフ地震臨時情報、５段階の警戒レベルの普及・啓発 

231



２－20 防災知識普及計画 
 

(6) 地震保険、火災保険の加入の必要性 

６ バリアフリー化 

視聴覚障害者や高齢者を勘案し、防災教育におけるバリアフリー化を進める。 

 

 
 

第３節 学校等における防災教育 

 
府及び市町村は、学校における体系的な防災教育の充実、防災に関する教材の充実を図る。 

各学校においては、防災に関する学習と指導を教育課程の中に位置づけ、家庭や地域社会と密接な連携協力を図

りつつ、防災上必要な基礎的・基本的事項を理解させるとともに自他の生命尊重の精神、ボランティア精神を培う

ための教育を推進する。 

特に、すべての小・中学校においては、地域特有の防災課題に応じた避難訓練と合わせて実践的な防災教育の実

施に努める。 

また、大学等は、積極的に防災知識の展示等の防災啓発活動を行う学生等を支援するよう努める。 

 
第１ 児童生徒等に対する教育 

災害時及び災害予防活動時における児童生徒等の安全の確保及び災害への対応能力育成のため、教科、道徳、

学級活動、ホームルーム活動、学校行事等の教育活動全体を通じて、発災のメカニズムの基礎的な知識、発災 

時の緊急行動、応急手当等の指導を行うとともにボランティア精神を培うための教育を推進する。 

また、大学等においては、学生等が防災知識の展示等の防災啓発活動を積極的に行う場合、大学等は当該学

生等を支援するよう努める。 

第２ 教職員に対する教育 

教職員の災害への対応能力を高めるため、研修会等を通じ、災害、防災に関する専門的知識のかん養及び応

急手当等の技能の向上を図る。 

 

 

第４節 市町村地域防災計画で定める事項 

 
市町村は、あらゆる機会をとらえて職員、住民（個人、家庭、地域、企業、団体）等に防災知識の普及に努める

ものとし、次の事項を定めておくものとする。 

 
第１ 職員に対する防災研修 

各種災害対策資材による研修と地域防災計画の周知の徹底 

 

第２ 住民（個人、家庭、地域、企業、団体）等に対する啓発 

１ 市町村地域防災計画の周知徹底 

２ ハザードマップ（防災マップ）を利活用した防災知識の啓発 

３ 過去に発生した災害の紹介 

４ 平常時の減災に向けた取組 

５ 災害時における的確な行動 
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第２１章 防災訓練・調査計画 
（各機 関） 

 

第１節 防災訓練計画 

 
第１ 計画の方針 

非常災害に備えて、防災関係業務に従事する職員の実践的実務の習熟と関係機関の有機的な連携を強化して、

応急対策にあたる体制を整備強化するとともに、府民、自主防災組織、民間企業及びＮＰＯ・ボランティアの 

防災に対する関心を高める。 

その際、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めるものとする。 

 

第２ 計画の内容 

１ 総合防災訓練 

防災関係機関が協議して、おおむね次により原則として毎年１回実施する。 

(1) 訓練の時期 

防災週間、又は災害の発生が予想される時期前 

(2) 訓練の場所 

訓練効果のある適当な場所又は地域 

(3) 訓練の方法 

ア 地域の災害リスクに基づき、現実に即した可能な範囲で実施するものとし、参加各機関の消防、水防、

救助、救護動員、通信連絡等の訓練を総合して実施する。 

イ  訓練の円滑化を図るため、参加各機関で構成する訓練推進本部を設けるとともに気象、雨量状況等を

設定する。 

ウ 訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れるなど地震発生時の対応行動の習熟を図るよう努める。 

エ 災害対策基本法第48条第２項の規定により、府公安委員会は、訓練の効果的な実施を図るために特に 

必要があると認めるときは、当該訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区間を指定して、歩行者

又は車両の道路における通行を禁止し、又は制限するものとする。 

オ その他細部については協議のうえ決定する。 

２ 近畿府県合同防災訓練 

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定第12条の規定により、毎年合同して災害応急活動に関する

訓練を実施するものとする。 

３ 地方別訓練 

府の地域を数地区に分け地域の災害の状況を想定し、それぞれ消防、水防、救助、動員通信連絡等の訓練

を随時実施するものとする。 

４ 図上訓練 

各地域の実情に合致した水防、救助等災害対策の活動について関係機関が協議し、必要に応じて各地域ご

とに図上訓練を実施するものとする。 

５ 各機関別訓練 

防災関係機関は、それぞれの所掌事務に応じ、主として職員の防災事務の習熟のための訓練を計画し、少

なくとも年１回これを実施するものとする。 

６ 訓練終了後の事後評価等 

訓練終了後は、参加各機関の事後評価及びそれに基づく体制の改善のための会議を招集する。 
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第３ 複合災害を想定した訓練 

地震、津波、風水害、原子力発電所事故等が複合的に発生した場合を想定した訓練を実施する。 

 

 

 

第２節 防災調査計画 

 
第１ 計画の方針 

京都府の地域における河川、ため池、山くずれ、高潮並びに宅地造成地及び高層建築物などで災害発生時に

危険が予想される箇所の事前調査等を行い、防災体制の整備強化を図る。 

 
第２ 計画の内容 

１ 防災パトロール 

市町村長が実施責任者となり、市町村並びに府の防災担当責任者及び警察、自衛隊等の災害対策関係者が

共同して、災害時に危険が予想される箇所を調査して、それぞれ問題を想定してはその対策を検討し、必要

な指示、指導を行うものとする。 

実施計画は、各市町村が行い、関係機関の協力を求める。 

なお、実施方法は、「防災パトロ－ル実施要領」によるものとする。 

２ 被害想定規模の調査 

風水害等被害要因を検討し、被害を想定して、これらに対する予防、応急及び復旧の諸対策の意見をまと

め関係機関に周知する。 

調査研究の実施計画は京都府の機関が行い、関係機関及び学識経験者の協力を求める。 

 

 

 

第３節 市町村地域防災計画で定める事項 

 
市町村地域防災計画及びハザードマップ（防災マップ）を災害時に活用できるように、府その他関係機関と協議

して訓練実施要領を定めるものとする。 

特に実施訓練には、極力住民が多数参加するように配慮し、実施時期は府及び関係機関が行う訓練に合わすこと

がより効果的である。 
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第２２章 自主防災組織整備計画 

（府危機管理部） 

 

 
第１節 計画の方針 

 
市町村における住民等の隣保共同の精神に基づく防災組織の整備充実は、防災意識の高揚及び災害時における人

命の安全確保を図るうえで重要なことであるので、これの育成強化について必要な事項を定める。（災害対策基本

法第５条第２項、第７条） 

なお、その際、女性の参加の促進、地域の消防団、事業所等により組織されている自衛消防組織等、防災関係機

関との連携に努めるものとする。 

 
第１ 自主防災組織の具体的活動 

自主防災組織は、防災関係機関と協力し、次の事項を実施する。 

平常時には、防災知識や防災情報の入手方法の普及・啓発、地域の災害危険箇所の把握及びマップ化、自主

的に早めの避難行動を行うための目安の設定、指定緊急避難場所までたどり着けない場合の次善の避難場所の

設定、取るべき避難行動を時系列で整理したタイムライン（避難計画）の作成、防災訓練の実施、火気使用設

備器具等の点検、防災資機材の備蓄と整備点検等の活動を実施する。 

この場合、参加型・体験型の実践的な防災活動を実施することにより、住民が災害を「我がこと」として捉

えられるよう努める。 

災害発生時には、災害情報の収集、住民への迅速な情報伝達及び安否の確認、出火防止と初期消火、避難誘

導、避難所開設・運営、被災住民の救出・救護、給食・給水等の活動を実施する。 

 
第２ 住民組織の必要性の啓発と指導 

市町村は、自主防災組織の設置を促進するため、市町村地域防災計画に必要事項を明示するとともに、地域

住民に対し自主防災組織の必要性等について、積極的かつ計画的な広報を行い、防災に関する意識の高揚を図

り、災害予防と応急救助活動が能率的に処理されるよう、十分な理解と協力を求め、これら組織の整備拡充を

図るものとする。 

京都府は、組織の整備拡充を図る市町村を支援し、府域の全域で組織化が図られるよう努めるとともに、取

るべき避難行動を時系列で整理したタイムライン（避難計画）の作成や防災訓練等の日常の組織活動について

も充実化が図られるよう市町村と連携し、支援に努めるものとする。 

 

 

第２節 地域における取組 

 
第１ 市町村地域防災計画の修正 

市町村地域防災計画に自主防災組織の整備計画を定め、自主防災組織の役割、自主防災組織の地域区分、設

置方法、市町村の自主防災組織に対する育成、指導等について明らかにする。 

 
第２ 住民の防災意識の高揚 

住民に対する防災意識の普及を図るため、パンフレット、ポスターの作成及び座談会、講演会などの開催に

積極的に取り組む。 
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第３ 自主防災組織の単位 

住民が自主的な防災活動を行ううえで、市町村の実情に応じた適切な規模の地域を単位として、組織の設置 

を図る。 

１ 住民が連帯感に基づいて防災活動を行うことが期待される地域 

２ 住民が基礎的な日常生活圏として一体性を有する地域 

 

第４ 市町村の指導、助言 

住民が自主防災組織をつくり、実際に活動していくために、市町村において自主防災計画の作成、当該自主

防災組織の運営、防災資機材及び防災訓練等に対する指導、助言等を行う。その際、女性、若者の参加促進及

びリーダー育成に努めるものとする。 

 
第５ 自主防災組織の内容 

自主防災組織は、地域の規模、態様によりその内容が異なるものであるが、それぞれの組織が継続的に活動

に取り組むため、規約及び防災計画を定めるよう努めるものとする。 

なお、女性等多様な視点に配慮した活動に取り組むため、自主防災リーダーについて多様な人材を確保する

よう努めるものとする。 

１ 規約 

(1) 役員 

ア 防災リーダー及びその任務

イ 班長及びその任務 

(2)  会議  

ア 総会 

イ 役員会 

ウ 班長会等 

２ 防災計画の策定 

災害を予防し、災害による被害を軽減するため、効率的な活動ができるよう、あらかじめ防災計画を定め

ておくものとし、この計画には次の事項を記載する。 

(1)  地域住民は、その周辺及び危険が予想される箇所を点検し、その状況を把握するとともに対策を講じて

おくこと。 

(2) 地域住民は、災害時に必要な情報の内容と入手方法を確認しておくこと。 

(3)  自主的に早めの避難行動を行うための目安を設定し、取るべき避難行動を時系列で整理し、地域住民に

周知しておくこと。（特に、土砂災害警戒区域がある地域や洪水浸水想定区域で浸水深が深い地域等） 

(4)  地域住民は、自主防災リーダーや災害時に避難を呼びかける者など、それぞれの能力にふさわしい任務

を分担し、多様な意見を反映させるため情報共有できる場を設けるとともに、各自が多様な視点を育むよ

う努めること。 

(5)  自主防災訓練ができるよう、その時期、内容等についてもあらかじめ計画をたてて、かつ市町村が行う

訓練にも積極的に参加すること。 

(6)  防災機関、本部、各班及び各世帯の体系的連絡方法、情報交換等に関すること。特に、地域の消防団員

や民生委員等と連携した協力体制を整えること。 

(7) 出火防止、消火に関する役割、消火用その他資機材の配置場所等の周知の徹底、点検整備を行うこと。 

(8)  避難場所（指定緊急避難場所までたどり着けない場合の次善の避難場所を含む。）、避難経路、避難情報

の伝達、誘導方法、避難時の携行物資を検討しておくこと。 

(9) 負傷者の救出、搬送方法、救護所の開設を検討しておくこと。 

(10) その他自主的な防災に関すること。 
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第３節 地区防災計画の作成 

 
市町村内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者(要配慮者利用施設や地下街等の施設管理

者を含む。)は、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等

の避難支援体制の構築等自発的な防災活動に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として市町村防災会

議に提案するなど、当該地区の市町村と連携して防災活動を行う。 

市町村は、市町村地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう、市町村内の一定の地区内の住民及び当該地区

に事業所を有する事業者から提案を受け、必要があると認めるときは、市町村地域防災計画に地区防災計画を定め

るものとする。 
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第２３章 企業等防災対策促進計画 

（各機関） 

 

 
 

第１節 計画の方針 

 
災害の多いわが国では、府や市町村はもちろん、企業、住民が協力して災害に強い京都府を作ることは、被害軽

減につながり、社会秩序の維持と府民福祉の確保に大きく寄与するものである。企業等は災害時に果たす役割（生

命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、地域との共生）を十分に認識し、事業継続計画（ＢＣＰ）

を策定し、運用するよう努めるとともに、自ら防災組織を結成するなどして、地域と連携した防災の取組を実施し、

地域防災力の向上に寄与する。 

 

 

第２節 計画の内容 

 
第１ 企業等における防災対策 

１ 事業所等における防災活動の推進 

事業所等は、直接の防災関係機関ではないが、災害時に果たすことができる役割（従業員及び顧客の安全、

事業継続の維持、地域住民との連携）を十分に認識し、各事業所等において防災体制の整備、防災訓練の実 

施、災害時行動マニュアルの作成、事業継続計画の策定などの防災活動の推進に努めるものとする。特に、 

食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する事業者は、

災害時応援協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

府、市町村、商工会議所・商工会は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災

対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化計画の策定支援に努めるものとする。 

また、事業所等は、地震発生時における施設の利用者等の安全確保や機械の停止等により被害の拡大防止

を図るため、緊急地震速報受信装置等の積極的活用を図るよう努めるものとする。 

そのため府は、総合防災訓練への参加の呼びかけや啓発事業の実施、情報提供・収集等を行うものとする。 

２ 事業所等における自主防災体制の整備 

大地震が発生した場合、中高層建築物、地下街、学校、劇場、病院等多数の者が出入りし、又は利用する

施設、危険物等を製造保管する施設、多人数が従事する工場、事業所においては、火災の発生、危険物類の

流出、爆発等により大規模な被害発生が予想されるのでこれらの被害の防止と軽減を図るため、施設の管理

者は、自衛消防組織等を編成し、あらかじめ消防計画、災害時行動マニュアル等を作成するとともに、防災

訓練を定期的に行うものとする。 

(1) 対象施設 

ア 中高層建築物、地下街、劇場、百貨店、学校、旅館、病院等多数の者が利用又は出入りする施設

イ 危険物、高圧ガス、火薬類、毒物・劇物等を製造、保管及び取り扱う施設 

ウ 多人数が従事する工場、事務所等で、自主的に防災組織を設け災害防止にあたることが効果的である

と認められる施設 

エ 複合用途施設 

利用（入居）事業所が共同である施設 

オ 自衛消防組織等の取組が事業者や地域の防災に貢献するものと考えられる施設 

(2) 組織活動要領 

対象施設を管理する権原を有する者は、事業所の規模、形態により、自衛消防組織等を置き、消防計画 
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等を作成する。

ア 役員 

(ｱ) 統括管理者及びその任務

(ｲ) 班長及びその任務 

イ 会議 

(ｱ) 総会 

(ｲ) 役員会

(ｳ) 班長会等 

(3) 消防計画等 

災害を予防し、又は災害による被害を軽減するため、効果的な活動ができるよう、あらかじめ消防計画、

災害時行動マニュアル等を定めておくものとし、この計画には次の事項を記載する。なお、既に消防計画 

が作成されている事業所においては、同計画と災害時行動マニュアル等との整合を図るものとする。 

ア 事業所の職員にそれぞれ任務を分担させること 

イ 自主的に防災訓練ができるようその時期、内容等について、あらかじめ計画をたて、かつ市町村、消

防機関等が行う訓練にも積極的に参加すること 

ウ 消防機関、本部、各事業所ごとの体系的な連絡方法、情報交換等を行うこと 

エ 出火防止、消火に関する役割、消火用その他資機材の配置場所等の周知徹底、点検整備に関すること

オ 負傷者の救出、搬送の方法、救護班に関すること 

カ 避難場所、避難経路、避難の伝達方法、避難時の非常持出し等に関すること

キ 地域住民との協力に関すること 

ク その他防災に関すること 

３ 事業所等における備蓄 

事業所等は、重要業務の継続や早急な復旧を図るとともに、発災直後における一斉帰宅の抑制を図るため、

従業員等に必要な食料、飲料水、毛布等の防寒用具等の備蓄に努めるものとする。 

また、中高層建築物、地下街、劇場、百貨店、学校、旅館、病院等多数の者が利用又は出入りする施設に

おいては、来訪者で帰宅困難になる者のために必要となる物資等の備蓄を検討する。 

４ 災害時における出勤抑制 

豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することのないよう、テレワ 

ークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずるよう努める。 

５ 災害時の企業等の事業継続 

(1) 事業継続の必要性 

経済の国際化が進み企業活動の停止が世界的に影響を及ぼしかねない状況下では、企業等も、災害時に

事業が継続でき、かつ、重要業務の操業レベルを早急に災害前に近づけられるよう、事前の備えを行う必

要がある。 

また、被災地の雇用や供給者から消費者までの流通過程における企業等のつながりを確保する上でも 

「災害に強い企業」が望まれる。 

(2) 事業継続計画の策定 

企業等は、被災しても重要事業を中断させず、中断しても可能な限り短期間で再開させ、中断に伴う顧

客取引の競合他社への流出、マーケットシェアの低下、企業評価の低下などから企業を守るため、「事業

継続計画」を策定・運用し、継続的に改善するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、

事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計画策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等重要なラ

イフラインの供給不足への対応、取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的に実

施するなど、事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取組を通じて、防災活動の推進に努めるものとする。 
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なお、災害時における事業継続のための従業員の参集については、交通遮断が予見される際に早めに参

集を指示するなどの従業員の動員体制を確保する一方で、従業員の家庭環境等を考慮することとし、それ

に応じた「事業継続計画」の策定に努めるものとする。 

また、「事業継続計画」の策定にあたっては、生命の安全確保、二次災害の防止、地域貢献、地域との共生に

配慮するとともに、「事業継続計画策定・運用促進方策に関する検討会」（内閣府）が示した「事業継続ガイド

ライン」、「京都ＢＣＰ推進会議」（京都府防災会議）が示した「事業継続計画モデルプラン 

（入門編）」等を参考として、計画策定に努める。 

(3) 事業継続計画の普及啓発 

府及び市町村は、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業防災分野の進展に伴って増大

することになる事業継続計画策定支援及び事業継続マネジメント構築支援等の高度なニーズにも的確に応

えられる条件整備に取り組むものとする。また、国や関係団体等と連携し、事業継続計画策定に関するセ

ミナーの開催等を行い、企業等の事業継続計画の普及啓発に努めるものとする。 

 
第２ 京都ＢＣＰの普及 

１ 京都ＢＣＰの趣旨 

京都ＢＣＰは、大規模広域災害等の危機事象発生時において、企業等が早期に立ち直ることが、地域社会

全体の活力の維持・向上につながるという観点から、事業継続計画(ＢＣＰ）の考え方を「京都」全体に適

用し、地域全体で連携した対応により「京都の活力」を維持・向上させる新たな防災の取組である。そのた

め、企業等のＢＣＰ策定支援と連携型ＢＣＰの取組を車の両輪として、地域全体で連携した対応により「京

都」の活力を守るための取組を実施し、地域の総合的な防災力の向上に寄与することを目指す。 

２ 京都ＢＣＰ行動指針 

府は、京都ＢＣＰの取組を促進するため、関係団体等がとるべき行動の指針（京都ＢＣＰ行動指針）を作

成し、関係団体等と連携して、その周知を図るとともに、京都ＢＣＰ推進会議において取組内容を推進する

ものとする。 

また、ＢＣＰ策定企業の実態調査の実施、セミナー・意見交換会の実施、経済団体との連携強化、地元金

融機関意見交換会・ライフライン連絡会の定期開催による情報共有体制や相互応援・連携体制の確立、図上

訓練の実施、特定の地域等における連携型ＢＣＰの実践など、京都ＢＣＰの取組を推進するものとする。 
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第２４章 社会福祉施設防災計画  

（府健康福祉部） 

 

第１節 現 状 

 
府内の社会福祉施設は非常災害時において入所者の安全を確保するため、非常災害対策計画を策定し、防火管理

者を設け、各所轄消防署の指導のもとに防火管理及び施設入所者の火災等予防指導にあたると共に、消防計画を策

定し所轄消防署に届け出を行っている。 

また、水防法、土砂災害防止法又は津波防災地域づくり法に基づき、市町村の地域防災計画に記載された社会福

祉施設等では、水害、土砂災害又は津波に対応した避難に係る計画（避難確保計画）の作成及び避難訓練の実施が

義務付けられている。 

なお、府は、避難確保計画作成を支援するため、国土交通省「講習会プロジェクト」を活用した講習会を実施す 

る。また、避難確保計画を作成する際、作成例を示して、市町村とともに助言をし、訓練等を通じて実効化を図る。 

 

 

第２節 予防対策 

 
第１ 老朽程度が著しい社会福祉施設については、建築物の耐震・耐火性能が向上するよう施設の整備を行うもの

とする。 

 
第２ 消防法等により整備を必要とする防災施設等（消火設備、警報設備、避難設備等）の整備を図るものとする。 

 

第３ 非常災害時に関する具体的計画を立て、職員及び入所者に対し、避難経路を周知徹底し、定期的に避難訓練

を実施するなど自主防災管理体制の整備に努めるものとする。 

 
第４ 有事の際における入所者の避難場所、収容施設等の確保、関係機関等との情報交換、連絡協議に努めるもの

とする。 

 
第５ 市町村は、社会福祉施設の避難確保に関する計画や避難訓練の実施状況等について、定期的に確認するよう

努めるものとする。 

 

 

第３節 補助金及び融資 

 
第１ 補助金 

社会福祉施設等施設整備費補助金 

 

第２ 融 資 

独立行政法人福祉医療機構が行う融資 

社会福祉法人京都府社会福祉協議会が行う融資 
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第２５章 交通対策及び輸送計画 

 
 

第１節 交通規制対策 

 
第１ 災害時の交通管理体制の整備 

警察本部においては、災害による交通の混乱の防止及び緊急交通路を確保するための交通規制計画を策定す

る等により、災害時の交通管理体制を整備しておく。 

 
第２ 緊急交通路指定予定路線の指定 

災害が発生した場合に、緊急交通路として指定すべき道路（以下「緊急交通路指定予定路線」という。）を 

「緊急交通路指定予定路線一覧表」に示す。 

 
第３ 緊急交通路指定予定路線の整備 

１ 警察本部の対策 

緊急交通路指定予定路線について、平素から非常用電源付加装置付信号機等、交通情報板、交通監視カメ

ラ等の交通安全施設の整備及び保守管理を行う。 

２ 道路管理者の対策 

道路改良、橋・トンネル等の危険箇所の補修を実施する。 

 
第４ 運転者のとるべき措置の周知 

災害時において交通規制が実施された場合に、車両の運転者のとるべき措置について周知徹底を図る。 

災害対策基本法に基づく交通規制が実施されたときは、通行禁止区域等（交通規制が行われている区域又は

道路の区間をいう。以下同じ。）における一般車両（災害対策基本法第76条第１項に規定する緊急通行車両以

外の車両をいう。）の通行は禁止又は制限されることから、同区域内にある運転者は、次の措置をとることと

する。 

１ 速やかに、車両を次の場所に移動させること。 

(1) 道路の区間を指定して交通の規制が行われたときは、規制が行われている道路の区間以外の場所 

(2) 区域を指定して交通の規制が行われたときは、道路外の場所 

２ 速やかな移動が困難なときは、車両をできる限り道路の左端に沿って駐車するなど、緊急通行車両の通行

の妨害とならない方法により駐車すること。 

３ 通行禁止区域等内において、警察官等の指示を受けたときは、その指示に従って車両を移動又は駐車する

こと。 

 

 

第２節 緊急通行車両等 

 
第１ 緊急通行車両 

災害対策基本法第76条第１項に規定する緊急通行車両（以下「緊急通行車両」という。）として確認を行う

車両は、災害応急対策に従事する者又は災害応急対策に必要な物資の緊急輸送その他の災害応急対策を実施す

るため運転中の車両で、次に掲げる事項を目的として使用する車両とする。（災害対策基本法第50条第１項） 

１ 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告または、指示に関する事項 

２ 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

３ 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

４ 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

５ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

６ 廃棄物の処理及び清掃、防疫その他の生活環境の保全及び公衆衛生に関する事項 

７ 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

８ 緊急輸送の確保に関する事項 

９ その他災害時の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関する事項
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ただし、災害対策に従事する自衛隊、米軍及び外交官関係の車両（以下「自衛隊車両等」という。）であっ

て特別の自動車番号標（ナンバープレート）を有しているものについては、緊急通行路の通行に際し確認標章

の掲示を不要とするため規制除外車両として整理する。 

 

第２ 緊急通行車両の事前届出制度 

災害応急対策活動の円滑な推進に資するため、緊急通行車両の需要数を事前に把握して、確認手続きの省力

化・効率化を図るため、第１に規定する車両を対象にした事前届出制度を導入し、その事務手続等については、警

察本部において定める。 

１ 災害時において、防災基本計画、防災業務計画、地域防災計画等に基づき、災害対策基本法第50条第1項

に規定する災害応急対策を実施するために使用される計画がある車両 

２ 指定行政機関等が保有し、若しくは、指定行政機関等との契約等により常時指定行政機関等の活動のため

に専用に使用される車両又は災害時に他の関係機関・団体等から調達する車両 

３ 使用の本拠の位置が京都府内にある車両 

 

第３ 規制除外車両 

   民間事業者等による社会経済活動のうち大規模災害発生時に優先すべきものに使用される車両であって、公安

委員会の意思決定により通行を認めることとなるもの。大規模災害発生後速やかに緊急交通路の通行を認めるこ

とが適切である車両で、次のいずれかに該当する車両であって緊急通行車両とならないならないもの。 

１ 医師・歯科医師、医療機関等が使用する車両 

２ 医薬品・医療機器・医療用資材等を輸送する車両 

３ 患者等搬送用車両（特別な構造又は装置があるものに限る。） 

４ 建設用重機、道路啓開作業用車両又は重機輸送用車両 

 

第４ 規制除外車両の事前届出に係る手続の教示 

規制除外車両についての問い合わせを受けた場合、京都府警察本部の定める規制除外車両事前届書で、車両

の使用本拠地を管轄する警察署へ届け出るよう教示する。 

なお、規制除外車両の取扱いについては、被災地の復興状況に応じて対象が拡大していく可能性があるこ

とから、詳細については必要の都度、警察署に問い合わせるよう教示する。 
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緊急交通路指定予定路線一覧表 
 

区 分 道 路 名  区 間 

高速道路等 

（ 高規格幹

線道路) 

（ 地域高規

格道路） 

舞鶴若狭自動車道 兵 庫 県 境 ～ 福 井 県 境 

京都縦貫自動車道 宮 津 天 橋 立 Ｉ Ｃ ～ 大山崎ＪＣＴ・ＩＣ 

山陰近畿自動車道 京 丹 後大 宮Ｉ Ｃ ～ 宮 津 天 橋 立 Ｉ Ｃ 

名 神 高 速 道 路 滋 賀 県 境 ～ 大 阪 府 境 

京 滋 バ イ パ ス 滋 賀 県 境 ～ 大山崎ＪＣＴ・ＩＣ 

第 二 京 阪 道 路 鴨 川 東 Ｉ Ｃ ～ 大 阪 府 境 

京奈和自動車道 城陽ＪＣＴ・ＩＣ ～ 木 津 Ｉ Ｃ 

新名神高速道路 城陽ＪＣＴ・ＩＣ ～ 八幡京田辺ＪＣＴ・ＩＣ 

京都市道高速道路１号線 山 科 出 入 口 ～ 鴨 川 東 Ｉ Ｃ 

一般国道 国 道 １ 号 滋 賀 県 境 ～ 大 阪 府 境 

国 道 ９ 号 兵 庫 県 境 ～ 五 条 通 烏 丸 

国 道 ２ ４ 号 河 原 町 通 九 条 ～ 奈 良 県 境 

国 道 ２ ７ 号 福 井 県 境 ～ 国 道 ９ 号 

国 道 １ ６ ２ 号 福 井 県 境 ～ 国 道 ９ 号 

国 道 １ ６ ３ 号 三 重 県 境 ～ 奈 良 県 境 

国 道 １ ７ １ 号 大 阪 府 境 ～ 京 阪 国 道 口 

国 道 １ ７ ３ 号 兵 庫 県 境 ～ 国 道 ２ ７ 号 

国 道 １ ７ ５ 号 兵 庫 県 境 ～ 国 道 ２ ７ 号 

国 道 １ ７ ６ 号 国 道 １ ７ ５ 号 ～ 国 道 １ ７ ８ 号  

 

国 
 

道 １ ７ ８ 
 

号 
兵 庫 県 境 ～ 国 道 ３ １ ２ 号 

国 道 １ ７ ５ 号 ～ 国 道 １ ７ ６ 号  

国 道 ３ ０ ７ 号 滋 賀 県 境 ～ 大 阪 府 境 

国 道 ３ １ ２ 号 国 道 １ ７ ８ 号 ～ 国 道 １ ７ ６ 号 

国 道 ３ ６ ７ 号 滋 賀 県 境 ～ 白 川 跨 線 橋 北 詰 

国 道 ３ ７ ２ 号 兵 庫 県 境 ～ 国 道 ９ 号 

国 道 ４ ２ ３ 号 大 阪 府 境 ～ 国 道 ９ 号 

国 道 ４ ２ ６ 号 兵 庫 県 境 ～ 国 道 ９ 号 

京都市道 白 川 通 白 川 跨 線 橋 北 詰 ～ 北 大 路 通 

東 大 路 通 五 条 通 ～ 九 条 通 

川 端 通 北 大 路 通 ～ 五 条 通 

堀 川 通 北 大 路 通 ～ 五 条 通 

西 大 路 通 北 大 路 通 ～ 九 条 通 

北 大 路 通 白 川 通 ～ 西 大 路 通 

丸 太 町 通 川 端 通 ～ 国 道 １ ６ ２ 号 

九 条 通 東 大 路 通 ～ 国 道 １ 号 

外 環 状 線 国道１号（東野交差点） ～ 府 道 京 都 守 口 線 

油小路通・洛南道路 九 条 通 ～ 巨 椋 池 Ｉ Ｃ 

御 池 通 川 端 通 ～ 堀 川 通 
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緊急交通路指定予定路線図（国道） 
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高速道路等 

緊急交通路指定予定路線図（京都市内） 
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２－26 医療助産計画 
 

第２６章 医療助産計画 

 

 
第１節 計画の方針 

 
災害時において、迅速かつ適切な医療救護活動を行うため、必要な体制の整備について定める。 

 

 
 

第２節 計画の内容 

 
第１ 医療救護活動のマニュアルの作成等 

１ 府は、迅速に救護班を編成・派遣するとともに関係医療施設との連携のもと、被災状況に応じた医療活動

を実施するため、医療・救護に関するマニュアルを作成する。 

２ 府は、関係機関の協力のもと、トリアージ・タッグの統一を図る。 

 

第２ 災害時に拠点となる医療施設 

府は、災害時の患者受け入れ機能、医薬品等の資機材の備蓄機能を備えた災害時に拠点となる医療施設を確

保する。 

 
第３ 基幹災害拠点病院、地域災害拠点病院及び京都府災害拠点病院等連絡協議会 

１ 基幹災害拠点病院 

(1)  災害時に拠点となる医療施設及び地域災害拠点病院との連携のもとに、災害時の医療救護活動を迅速か

つ適切に確保するため、日本赤十字社京都府支部の協力を得て、京都第一赤十字病院に基幹災害拠点病院

を設置する。 

(2)  基幹災害拠点病院は、医療品等資器材の備蓄、関係職員の研修・トリアージ訓練を行うとともに、災害

時に救護班の編成、重症患者の受け入れを行う。 

２ 地域災害拠点病院 

(1)  災害時に拠点となる医療施設及び基幹災害拠点病院との連携のもとに、２次医療圏に１か所以上の地域

災害拠点病院を設置する。 

(2)  地域災害拠点病院は、医薬品等資器材の備蓄を行い、基幹災害拠点病院における研修・トリアージ訓練

等に関係職員を派遣するとともに、災害時には救護班の編成、重傷患者の受け入れを行う。 

３ 京都府災害拠点病院等連絡協議会 

府は、京都府災害拠点病院等連絡協議会を設置し、次に掲げる事項について、検討・協議する。 

(1) 府内の災害医療体制の整備・活動方策に関すること 

(2) 災害拠点病院等関係機関相互間の連携体制に関すること 

(3) 各二次医療圏における災害医療体制の構築・充実に関すること 

(4) 災害医療の研修、訓練に関すること 

(5) 災害医療関係情報の収集・提供に関すること 

(6) その他、災害医療体制に関すること 
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（資料） 

 ２次医療圏名 病 院 名 電話番号 衛星通信系防災情報
システム電話番号 

災害派遣 
医療チーム 

基幹災害 
拠点病院 

 
京都第一赤十字病院 

075-561-1121 7(8)-711-8101 ○ 

地域災害
拠点病院 

丹 後 医 療 圏 京都府立医科大学附属北部医療 
センター 

0772-46-3371 8-857-8109 ○ 

中 丹 医 療 圏 
市立福知山市民病院 

0773-22-2101 8-838-8101 ○ 

南 丹 医 療 圏 
京都中部総合医療センター 

0771-42-2510 8-819-8101 ○ 

京 都・乙 訓 
医  療  圏 

京都府立医科大学附属病院 
075-251-5111 8-715-8104 ○ 

京都大学医学部附属病院 
075-751-3111 8-700-8201 ○ 

京都市立病院 
075-311-5311 8-730-8101 ○ 

洛和会音羽病院 
075-593-4111 8-700-8231 ○ 

京都医療センター 
075-641-9161 8-700-8211 ○ 

京都済生会病院 
075-955-0111 8-746-8108 ○ 

山城北医療圏 
京都岡本記念病院 

0774-48-5500 8-767-8101 ○ 

宇治徳洲会病院 
0774-20-1111 8-700-8221 ○ 

山城南医療圏 
京都山城総合医療センター 

0774-72-0235 8-782-8101 ○ 

 
第４ 災害派遣医療チーム 

１ 府は、災害拠点病院等の中から、災害時に災害派遣医療チームを派遣するよう指示する医療機関をあらか

じめ定めておく。 

２  災害派遣医療チームは、災害・事故等の急性期（発生後概ね４８時間以内）に活動できる機動性を持った、

専門的な訓練を受けたチームであり、被災地に迅速に駆け付け、現地災害対策本部等の指示に従い、救出・

救助部門と合同して、救急医療を行う。そのため、派遣元となる医療機関は日ごろから災害時等に備え、チ

ームの編成及び訓練の実施に努める。 

 
第５ 災害医療コーディネーター等の委嘱 

１ 府は、災害の発生時において、必要な医療を迅速かつ的確に提供できる体制を構築するため、災害医療に

精通し、かつ京都府の医療の現状を熟知している者を、災害医療コーディネーターに委嘱する。 

２ 府は、委嘱された者から、原則として保健医療福祉調整本部において活動する本部災害医療コーディネー

ターを指名し、また二次医療圏毎に災害拠点病院、保健所等で活動する地域災害医療コーディネーターを指

名する。 

３ 府は、災害の発生時において、必要な小児・周産期医療を迅速かつ的確に提供できる体制を構築するため、災害医

療及び小児・周産期医療に精通し、かつ京都府の医療の現状を熟知している者を、災害時小児周産期リエゾンに委嘱

する。 

 
第６ 医薬品等の資器材の備蓄及び供給システムの整備 

府は、救護班が携帯する医薬品等の資器材を、基幹災害拠点病院等において備蓄するとともに、委託協定を締

結するなどにより、関係団体の協力を得て、その確保に努める。 
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第７ 災害時における情報ネットワークの構築 

関係機関は、災害に関する情報を迅速かつ正確に把握し、迅速・的確な救急・救護・医療活動を行うため、

広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ：Emergency Medical Information System）の入力操作等の研修

や訓練を定期的に行うとともに、次のような情報ネットワークの構築に努める。 

１ 京都府救急医療情報システムの災害対応機能の強化 

２ 消防無線や防災無線の多重化 

 

第８ 災害時搬送システムの確立 

関係機関は、災害時の患者、医薬品等の資器材、医療救護班等の搬送を確保するため、次のとおり整備に努

める。 

１ 地上搬送手段の確保とともにへリコプターを活用した搬送体制の整備 

２ 災害拠点病院のへリポートの整備 

 

第９ 関係機関の災害時初期体制の確保 

災害拠点病院等の関係機関は、豪雨等により通行規制、交通遮断が予見される場合、早めの参集を指示する

など、医師等職員の動員体制を確保する。 

 
第10 地域レベルでの災害対策の強化 

関係機関は、地域レベルでの災害対策を強化するため、次のとおり整備に努める。 

１  保健所・市町村等の行政担当者と地域の医師会や災害拠点病院等の医療関係者、災害派遣医療チーム等が

定期的に情報交換する場（地域災害医療連携協議会）の設置 

２ 病院の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

３ 病院の耐震機能の強化 

４ 自主訓練等のガイドラインとなる病院の災害時行動マニュアル等の作成 

 

第11 府民に対する災害時初期対応の普及・啓発 

府及び市町村は、広く府民を対象とする救急活動の普及・啓発のより一層の強化に努める。 

 

第12 広域的応援体制の整備 

府及び市町村は、効率的な救急・救護・医療活動を行うため、次のとおり広域的応援体制を整備する。 

１ 府県間応援体制の整備 

２ 地区医師会と市町村との災害時医療協定の締結 

３ 医薬品等卸業界との災害時医薬品等調達協定の締結 

 

第13 ドクターヘリの共同運用 

ドクターヘリの運用については、関西広域連合で策定される関西広域救急医療連携計画に定められている、

広域的なドクターヘリの配置・運航や災害時における広域医療提供体制により運用する。 

 
第14 広域医療搬送拠点の整備 

府は、大規模災害時に被災地では対応困難な重症患者等を被災地外の医療施設に搬送する拠点となる広域医

療搬送拠点（ＳＣＵ：ＳtagingCareＵnit）を定め、次のような機能を確保できるよう整備する。 
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［広域医療搬送拠点の機能］ 

①重症患者等を収容する臨時医療施設機能 ②ヘリポート機能 ③広域医療搬送拠点調整本部機能 

④広域医療搬送拠点活動維持・継続のための機能 
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第２７章 高齢者、障害者、乳幼児等特に配慮を要する者及び外国人に係る対策計画 

（府知事直轄組織・府健康福祉部） 

 

第１節 計画の方針 

 
発災時には、高齢者、障害者、乳幼児、妊婦等特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）は、災害の影

響を受けやすいうえ、避難所等災害後の生活においても生活上の支障を生じることが予想される。災害時に、これ

らの者に対し、必要な支援策を円滑に実施できるよう、あらかじめ必要な対策を講じるものとする。 

また、言語、生活習慣の異なる外国人が、発災時に迅速、的確な行動がとれるよう、外国人に配慮した防災環境

づくりに努めるとともに、様々な機会に防災対策の周知を図る。 

 

 

第２節 計画の内容 

 
第１ 実施責任者 

要配慮者及び外国人に係る対策は、府、市町村及び防災関係機関がそれぞれの役割に応じて実施する。 

 

第２ 要配慮者に係る支援体制の整備 

府及び市町村は、要配慮者に係る保健福祉サービスの提供が円滑に行われるよう、支援体制を整備する。 

１ 府における支援体制の整備 

府は市町村との連携のもとに、広域的観点から災害時に必要な支援策を実施できるよう府広域振興局、府

保健所、府家庭支援総合センター、府児童相談所、府精神保健福祉総合センターなど関係機関による支援体

制を整備するものとし、災害時の職員体制や業務分担について定める。 

２ 市町村における支援体制の整備 

市町村は、保健福祉部局をはじめ関係部局の連携のもとに、支援体制を整備するものとし、災害時の職員

体制や業務分担について定める。 

特に、自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、特に支援を要

するもの（以下｢避難行動要支援者｣という。）については、避難行動要支援者名簿を作成し、情報の把握に

努めるとともに、個別避難計画の作成を進める。 

３ 広域的支援体制の整備等 

府及び市町村は、相互の協力、連携体制を整備するとともに、府は市町村相互間の協力連携体制や近隣の

保健福祉サービス事業者等との協力連携体制の確立に関し必要な助言、指導を行う。 

４ 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）体制の整備 

災害発生時に必要に応じて、被災市町村へ災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）（介護福祉士、介護支援専門

員、社会福祉士等福祉専門職により構成）を派遣できるよう関係機関による支援体制を整備する。 

 
第３ 避難行動要支援者対策 

１ 地域防災計画等における規定 

市町村は、避難行動要支援者の避難支援に係る全体的な考え方を整理し、重要事項については市町村防災

計画に定めるとともに、細目的な部分も含め、下位計画として全体計画を定めるものとする。（平成25年8月

内閣府（防災担当）「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」参照） 

２ 避難行動要支援者名簿の作成 

市町村は、市町村防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、平常時より避難行動要 
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支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

その際、災害時の迅速かつ適切な避難支援等のため、事前に避難支援等に携わる関係者として市町村防災

計画に定めた消防機関、警察機関、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等へ避難行動要支

援者名簿を情報提供することについて本人に理解を求めるよう努める。 

また、避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要と

する事由を適切に反映したものとなるよう、定期的に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場

合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。 

３ 個別避難計画の作成 

市町村は、市町村防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連携の下、名簿情報に係る避難行

動要支援者ごとに避難支援等を実施するための計画（以下｢個別避難計画）という）を作成するよう努める

ものとする。 

その際、災害時の迅速かつ適切な避難支援等のため、事前に避難支援等に携わる関係者へ個別避難計画情

報を提供することについて本人及び避難支援等を実施する者に理解を求めるよう努める。また、個別避難計

画については、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委

員、地域住民等の避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の

同意を得て、個別避難計画を作成するよう努めるものとする。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害

時の避難方法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等

の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努め

るものとする。 

個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する地区において、タイムライン（避難計画）又

は地区防災計画等を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行われるよう、個別避難計画で定められた内

容を前提とした避難支援の役割分担及び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努めるとともに、

訓練等により、両計画の一体的な運用が図られるよう努めるものとする。 

また、府においては、防災担当部局と福祉担当部局の連携の下、市町村による個別避難計画作成の促進を

図る。 

４ 避難行動要支援者の避難誘導、安否確認 

市町村は、市町村防災計画において、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うための措

置について定める。 

この場合、ハザードマップ等を用いて、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の災害リスクが高い区域に住

む避難行動要支援者を洗い出して、優先的に避難支援することとし、その情報を防災担当部局と福祉担当部

局等の部局間で共有する。 

また、避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人（及び個別避難計画にあたっては避難支

援等を実施する者）の同意を得ることにより、または、該当市町村の条例の定めにより、あらかじめ避難行

動要支援者名簿及び個別避難計画を提供するとともに、災害時に迅速に避難できるよう地域住民との交流を

促す。また、避難支援等に携わる関係者に対する必要な情報の提供等必要な配慮をするとともに、社会福祉

事業者も含め、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者本人による自宅の災害リスクの確認、避難

行動要支援者に対する避難行動の呼びかけなど情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、個別

避難計画の作成促進や実行性の検証を踏まえた見直し、避難訓練の実施等について一層努める。その際、名

簿情報及び個別避難計画情報の漏洩の防止等必要な措置を講じる。 
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第４ 要配慮者の安全確保 

１ 市町村は、避難行動要支援者以外の要配慮者についても、発災時に迅速、適切に行動できるように、避難

誘導、搬送・介護等に係るマニュアル（点字版を含む。）の作成、配布に努め、避難誘導時における安全確

保に努める。 

２  市町村は、社会福祉協議会等の関係機関や地域の自主防災組織等と連携し、発災時の安否確認及び情報伝

達に係るシステムの構築に努める。 

３ 市町村は、福祉避難所ごとに、あらかじめ受入対象者を特定し本人とその家族のみが避難する施設である

ことを明示することにより、福祉避難所への直接の避難を促進する。 

４ 市町村は、地域住民等の協力を得て要配慮者を含めた防災訓練を実施する。 

 

第５ 要配慮者の生活確保 

１ 府及び市町村は、食料及び生活必需品の確保に当たっては、要配慮者のニ－ズに対応した物資の確保に努

める。 

２ 府は、市町村との連携のもとに要配慮者の緊急受入が円滑に実施できるよう、社会福祉施設等の受入体制

の確立や施設相互間の協力体制の確立に努める。 

３ 市町村は、避難所において要配慮者のニーズに適切に対応できるよう、平常時から防災担当部局と福祉担

当部局との連携の下、要配慮者に関する情報を把握し、要配慮者名簿の作成に努める。また、避難所をユニ

バーサルデザインにするための取組や要配慮者の避難スペース、要配慮者のニーズに対応できる福祉避難コ

ーナーの設置及び要配慮者に適切に対応できる災害派遣福祉チーム(ＤＷＡＴ)又は福祉避難サポートリーダ

ー並びに福祉避難サポーター等の人材の確保、または社会福祉施設や宿泊施設との協定締結等により福祉避

難所を事前指定する等、要配慮者の避難生活の支援に努める。 

 
第６ 外国人の安全確保 

１ 府及び市町村は、自らの広報媒体への外国語による防災啓発記事の掲載や外国語の防災啓発パンフレット

の作成・配布など多言語や「やさしい日本語」による防災知識の普及に努める。 

２  府及び市町村は、広域避難場所や避難路標識、道路標識等の災害に関する表示板の多言語化やシンボルマ

ークの活用など図式化を進める。 

３  市町村は、災害時の行動に支障を生じることの多い外国人を、地域全体で支援するシステムや救助体制の

整備を推進する。 

４ 府、市町村及び防災関係機関は、防災訓練への外国人住民の参加を推進する。 

５ 外国人雇用者の多い企業・事業所などにおいては、これらの者に対する防災指導等を促進する。 

６ 府及び市町村は、災害時の通訳・翻訳ボランティアの事前登録と災害時の活用体制の整備に努める。 

７ 府は、駐日外国公館等との連携体制の構築に努める。 
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第２８章 廃棄物処理に係る防災体制の整備 

 

 
第１節 計画の方針 

 
京都府災害廃棄物処理計画に基づき、一般廃棄物処理施設の耐震化等を図るとともに、災害時応急体制を整備す

ることなどにより、廃棄物処理に係る防災体制を確立する。 

なお、この防災体制の整備に当たっては、関係者との連携協力を図るとともに、必要に応じ、災害廃棄物の広域

処理を行うものとする。 

 

 

第２節 廃棄物処理に係る防災計画 

 
第１ 府の施策 

府は、京都府災害廃棄物処理計画に基づき市町村を支援するとともに、市町村が行う一般廃棄物処理施設の

耐震化等及び市町村間における広域支援体制の整備に関し、必要な指導・助言その他の支援を行う。 

 
第２ 市町村の施策 

１ 市町村は、一般廃棄物処理施設の耐震化、不燃堅牢化を図るよう努める。 

２  市町村は、一般廃棄物処理施設の非常用自家発電設備等の整備や、断水時に機器冷却水等に利用するため

の地下水や河川水の確保に努める。 

３ 市町村は、廃棄物処理に係る災害時応急体制を整備するため、以下の措置を行うよう努める。 

(1) 近隣の市町村及び廃棄物関係団体等と調整し、災害時の相互協力体制を整備すること。 

(2)  仮設便所やその管理に必要な消毒剤、脱臭剤等の備蓄を行うとともに、その調達を迅速かつ円滑に行う

体制を整備すること。 

(3)  一般廃棄物処理施設の補修等に必要な資機材の備蓄を行うとともに、収集車両や機器等を常時整備し、

緊急出動できる体制を確保すること。 

(4)  生活ごみや災害によって生じた倒壊家屋等からの廃棄物（がれき）の一時保管場所である仮置場の配置

計画、し尿、生活ごみ及びがれきの広域的処理・処分計画を作成すること等により、災害時における応急

体制を確保すること。 

(5)  災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運搬ができる体制を確保する

こと。 

 
第３ 市町村地域防災計画で定める事項 

第２節第２で定めた計画に基づき、その対策を定めるものとする。 
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２－29 行政機能維持対策計画 

 

 

第２９章 行政機能維持対策計画 

 

 
第１節 業務継続性の確保 

 
府及び市町村等の防災関係機関は、災害発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、

災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力の強化を

図る必要があることから、業務継続計画の策定などにより、業務継続性の確保を図るものとする。この際、躊躇な

く避難勧告等を発令するなど迅速かつ円滑な災害応急対策を行えるよう、平常時から災害時における優先すべき業

務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるものと

する。 

また、実効性ある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保、職員の動員確保、特に交通遮断が

予見される場合は早めの参集指示、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化

等に応じた体制の見直し、計画の改訂などを行うものとする。 

特に府及び市町村は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うため、首長不

在時の明確な代行順位及び職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定等、電気・水・食

料等の確保、災害時にも繋がりやすい多様な通信手段の確保についても計画で定めておくものとする。 

 

 

第２節 防災中枢機能等の確保、充実 

 
府、市町村及び災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設、設備

の充実及び災害に対する安全性の確保，総合的な防災機能を有する拠点・街区の整備、推進に努めるとともに、保

有する施設，設備について、代替エネルギーシステムの活用を含め自家発電設備等の整備を図り、十分な期間の発

電が可能となるような燃料の備蓄等に努めるものとする。その際、物資の供給が相当困難な場合を想定した燃料等

の適切な備蓄・調達・輸送体制の整備，通信途絶時に備えた衛星携帯電話の整備や近畿総合通信局への通信機器・

電源車の貸与要請等非常用通信手段の確保を図るものとする。 

また、災害情報を一元的に把握し，共有することができる体制の整備を図り、災害対策本部の機能の充実・強化

に努めるものとする。 

なお、災害対応に当たる要員の活動支援その他の用途に充てるため、第19章資材機材等整備計画に定める食料及

び生活必需品の備蓄の活用を含め、食料、飲料水及び毛布等の防寒用具を確保するよう努めるものとする。 

 

 

第３節 各種データの整備保全 

 
府、市町村は、災害復旧・復興への備え復興の円滑化のため、あらかじめ各種データの総合的な保全（戸籍、住

民基本台帳、地籍、建築物、権利関係、施設、地下埋設物等情報及び測量図面、情報図面等データの整備保存並び

にバックアップ体制の整備）について整備しておくものとする。 
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２－30 ボランティアの登録・支援計画 
 

第３０章 ボランティアの登録・支援等計画 

 

 
第１節 計画の方針 

 
災害発生時に、被災者の多様なニーズにきめ細かに対応するには、ボランティア等の協力が不可欠であるため、

災害時に被災者を支援するボランティア（以下「災害ボランティア」という。）等の活動が円滑に行えるよう、ボ

ランティア等の自主性に配慮しつつ、必要な対策を講じるものとする。 

 

 

第２節 計画の内容 

 
第１ 京都府災害時等応援協定ネットワーク会議 

１ 京都府災害時等応援協定ネットワーク会議の運営 

府は災害時等応援協定を締結している団体相互及び京都府との連携を図るとともに、応援活動を迅速かつ

的確に行うために京都府災害時等応援協定ネットワーク会議を設置し、災害時等における応援に関する事項

等について協議し、必要な対策を講じる。 

２ 研修及び訓練 

(1)  災害発生時の活動に支障が生じないよう、災害一般に関する知識及び各分野の専門知識や技能等につい

て、必要な研修を行う。 

(2) 府が行う総合防災訓練等への参加についても配慮する。 

 

第２ ＮＰＯ・ボランティアとの連携 

１ 府及び市町村は、平常時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダーの育成を図ると

ともに、ＮＰＯ・ボランティア等と協力して、発災時の災害ボランティアとの連携を図る。 

２ 府は、加盟団体が相互に助け合う「災害時連携ＮＰＯ等ネットワーク」と連携し、災害ボランティア活

動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図る。 

 
第３ 災害ボランティア（特に資格、技術を必要としない業務に従事するボランティア） 

１ 受入体制の整備 

(1) 災害ボランティアについては、ボランティア関係団体の協力を得て事前登録を行うほか、災害発生後は、 

「京都府災害ボランティアセンター」及び「市町村災害ボランティアセンター」が受入・派遣の受給調整、

活動支援等を行うものとし、京都府は、災害時における体制の整備に必要な機器の確保等に努める。 

(2)  京都府災害ボランティアセンターは、府、京都府社会福祉協議会、日本赤十字社京都府支部及びボラン

ティア団体等が共同して設置する。 

(3)  府及び市町村は、京都府社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会と協力し、府内市町村すべてに設置さ

れた災害ボランティアセンターが災害時に円滑に活動できるよう体制を整えるものとする。 

２ 災害ボランティアの活動環境整備 

京都府災害ボランティアセンターは、災害時にボランティア活動が円滑に進められるよう、平常時から、

災害に係るボランティアコーディネーターの養成及び登録、災害ボランティアのネットワーク化、ボランテ

ィア活動に必要な資機材の整備、災害ボランティア活動マニュアルの作成等、必要な施策を実施するものと

する。 

３ 災害ボランティア活動マニュアルの普及・活用 

府及び市町村は、災害ボランティア活動マニュアルの普及に努めるとともに、防災訓練を実施するときは、

ボランティアの参加について配慮を行うものとする。 
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２－30 ボランティアの登録・支援計画 
 

第４ 災害ボランティアに関する啓発 

１ 府及び市町村は、住民に対し防災知識の普及に当たるとともに、災害ボランティア活動の意識等について 

も啓発を進める。 

２ 府は、ボランティア休暇制度の導入等ボランティア活動に参加しやすい条件整備を図るために、雇用主等 

の理解が得られるよう努力する。 
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２－31 広域応援体制の整備 
 

第３１章 広域応援体制の整備 

 

 
第１節 計画の方針 

 
府、市町村等の各機関は、大規模災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下この章において「災害時」と

いう。）に、円滑な応援活動が行えるよう、あらかじめ相互応援協定を締結するなどして広域的な応援体制を確立

しておくものとする。 

 

 
第２節 計画の内容 

 
第１ 他府県との広域応援体制の整備 

「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」及び関西広域連合「関西防災・減災プラン」に基

づき、近隣府県を中心とした全国都道府県との相互応援態勢のより一層の連携強化に努め、協定に基づいた対

策を図ることとする。 

 
第２ 府内の消防相互応援体制の整備 

府内の市町村長及び消防機関の長は、災害発生時における消防相互応援体制を確立し、災害の鎮圧と被害の

軽減を図る。 

 
第３ 府内の防災相互応援体制の整備 

１ 防災相互応援協定の締結 

府内の市町村長は、災害時における消防以外の分野の相互応援を円滑に実施するため、あらかじめ相互応

援に関する協定などを締結する等、広域応援体制の整備に努める。 

雪害の少ない市町村は、相互応援協定の締結に当たっては、雪害対応に係る経験が豊富な市町村等との協

定締結についても考慮するものとする。 

なお、知事は、市町村の相互応援協定の締結について指導・助言するなど、市町村と調整の上、市町村の

相互応援が円滑に進むよう、配慮するとともに、国は、都道府県が必要に応じて、管内市町村への応援・派

遣やその受援に係る調整を円滑に行うことができるような仕組みを検討するよう努めるものとする。 

また、知事は応援のため京都府が締結した協定については、市町村から災害対策基本法第68条に基づく、

応援要請の手続について、市町村に周知を図る。 

２ 京都府災害時応急対応業務マニュアル等の運用 

「京都府災害時応急対応業務マニュアル」及び「京都府版市町村災害時応急対応業務標準マニュアル」に

より、府及び市町村の役割分担を明確にし、速やかな状況把握、協働を可能とすることによって、府による

市町村への応援及び市町村の相互応援を円滑に行う応援受援体制を整備する。 

３ 被災地緊急サポートチームの整備 

府は、災害時に被災市町村が必要とする支援内容の調整を迅速に行う先遣隊の編成や家屋被害調査業務な

どに即戦力として従事できる職員を養成し、被災市町村への迅速な派遣を可能とするための体制を構築する。 

４ 応急対策職員派遣制度の整備及び災害マネジメント総括支援員の登録(総務省) 

府は、総務省と連携して、災害時において市町村の行政機能の確保状況を把握した上で、行政機能が低下

した被災市町村に応援職員の派遣等の支援を可能とするための体制を構築するとともに、災害マネジメント

総括支援員及び災害マネジメント支援員の派遣を可能とするよう登録する。 

 
第４ 緊急消防援助隊の編成 

他府県への消防広域応援については、消防組織法第44条の規定に基づき、都道府県単位で構成した緊急消防 
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２－31 広域応援体制の整備 
 

援助隊を応援隊として派遣するものとし、府は代表消防機関（京都市消防局）及び府内各消防本部等と協議調

整し、あらかじめ「緊急消防援助隊京都府大隊応援等実施計画」を定めておくものとする。 

なお、府内の緊急消防援助隊応援隊の登録状況は別表のとおりとする。 

 
第５ 警察災害派遣隊の編成 

府警察本部は、災害時に、広域的な災害警備活動にあたる警察災害派遣隊を編成し、広域応援体制の整備を

図るものとする。 
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都道府県名

隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員 隊数 人員

（隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人） （隊） （人）

京都市消防局 3 13 1 2 1 4 1 4 0 0 1 4 1 4 17 85 3 15 5 15 6 12 1 2 3 14 0 0 1 5 1 2 0 0 2 10 2 10 6 15 0 0 2 10 1 2 58 228 53 209

福知山市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 1 5 1 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 1 5 0 0 0 0 0 0 7 26 7 26

舞鶴市消防本部 0 0 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 2 10 1 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 27 7 27

綾部市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4 1 5 2 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 15 4 15

宇治市消防本部 0 0 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 3 15 1 5 2 6 1 2 0 0 1 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 37 8 32

城陽市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 10 0 0 1 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 15 4 15

八幡市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 9 0 0 1 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 14 4 14

京田辺市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 15 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 18 4 18

京丹後市消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 10 1 5 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 18 4 18

久御山町消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 2 8

精華町消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 2 8

相楽中部消防組合消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 10 0 0 1 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 15 4 15

宮津与謝消防組合消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8 1 5 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 16 4 16

京都中部広域消防組合消防本部 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 10 1 5 2 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0 0 0 0 0 0 6 26 6 26

乙訓消防組合消防本部 0 0 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 3 15 1 5 2 6 2 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 34 9 34

3 13 1 2 4 16 1 4 0 0 1 4 1 4 45 217 12 60 23 69 14 28 1 2 4 19 0 0 1 5 1 2 0 0 3 13 2 10 8 25 0 0 2 10 1 2 128 505 122 481

密閉空間火災

通信支援
小隊

指揮支援隊
統合機動部隊

指揮隊

令和5年度 　緊急消防援助隊登録状況

航空小隊

その他特殊装備

エネルギー・産業
基盤災害即応部隊

指揮隊

ＮＢＣ災害即応部隊
指揮隊 水上小隊

土砂・風水害
機動支援部隊

指揮隊
合計

重複を除く
合計

消防本部等名

後方支援
小隊

消火小隊 救助小隊 救急小隊

特殊災害小隊
航空指揮
支援隊

都道府県
大隊指揮隊

毒劇物災害 大規模危険物火災

26: 京都府

令和5年4月1日

特殊装備小隊

遠距離送水 消防二輪 震災対応 水難救助隊

航空後方支援
小隊

1/1
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第３２章 上下水道施設防災計画 

 

 
第１ 水道施設防災計画 

１ 計画の方針 

水道事業者及び水道用水供給事業者（以下「水道事業者等」という。）は、施設点検・調査を行い、その

保全に努め、災害時の被害を最小限にとどめるために必要な整備、補強を計画的に進めるとともに、応急給

水用水の確保のため、必要な措置を講ずる 

府は、水道事業者等が行う防災対策に関し、必要な指導・助言その他の支援を行うとともに、水道事業者

等間の連携に関する調整を行う。 

２ 計画の内容 

(1)  水道事業者等は、地形・地質・気象等の地域条件や施設の状態から想定される災害に対処するため、施

設の重要度に応じた点検・調査を行うものとする。 

(2)  水道事業者等は、防災対策上必要な各種図面・図書については、保管場所の被災を想定し、複数箇所で

の保管等に努めるものとする。 

(3)  水道事業者等は、施設の防災性能を確保するとともに、基幹施設の複数化・分散化、主要管路の系統多

重化、配水幹線のブロック化等の手法を地域特性に応じて適切に組合わせ、効率的・効果的な防災対策を

計画的に進めるものとする。 

(4)  水道事業者等は、施設が被災した場合でも住民に水を供給できる機能を持つ水道を目指すため、緊急連

絡管や緊急遮断弁の整備、配水池容量の拡大などにより、広域バックアップ機能の整備及び緊急時給水能

力の強化を進めるものとする。 

(5)  水道事業者等は、広範囲で停電が発生することを想定し、各施設の状況に応じて自家発電設備や２系統

受電等の停電対策の実施に努めるものとする。また、被災時においても自家発電設備の円滑な燃料調達が

可能になるよう調達先との連携強化に努めるものとする。 

(6) 水道事業者等は、施設の応急復旧が迅速に実施できるよう、必要な資機材等を常備するものとする。 

(7)  府及び水道事業者等は、相互間、他府県等の関係機関及び資機材調達・運送等に係る民間事業者等との

連絡・協力体制を確保するものとする。また、被災時に的確な対策が講じられるよう、防災訓練を実施す

るものとする。 

(8)  水道事業者等は、施設の維持管理等を民間事業者等に委託している場合は、受託者が適切な災害時対応

を講じられるよう、必要な連携体制を確保するものとする。 

(9)  府及び水道事業者等は、飲料水の備蓄の推進等について、住民が自主的に取組むよう啓発に努めるもの

とする。 

 
第２ 下水道施設防災計画 

１ 計画の方針 

流域下水道管理者及び公共下水道管理者（以下「下水道管理者」という。）は、施設の点検・調査を行い、

その保全に努め、災害時の被害を最小限にとどめるために必要な整備、補強を計画的に進める。 

府は、下水道管理者が行う防災対策に関し、必要な指導・助言その他の支援を行うとともに、下水道管理

者間の連携に関する調整を行う。 

２ 計画の内容 

(1)  下水道管理者は、地形・地質・気象等の地域条件や施設の状態から想定される災害に対処するため、施

設の重要度に応じた点検・調査を行うものとする。 
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(2)  下水道管理者は、防災対策上必要な施設台帳等については、保管場所の被災を想定し、複数箇所での保

管等に努めるものとする。 

(3) 下水道管理者は、施設の防災性能の確保に努めるものとする。 

(4)  下水道管理者は、広範囲で停電が発生することを想定し、各施設の状況に応じて自家発電設備を整備す

るものとする。また、被災時においても自家発電設備の円滑な燃料調達が可能になるよう調達先との連携

強化に努めるものとする。 

(5) 下水道管理者は、施設の応急復旧が迅速に実施できるよう、必要な資機材等を常備するものとする。 

(6)  府及び下水道管理者は、相互間、他府県等の関係機関及び資機材調達・運搬等に係る民間事業者等との

連絡・協力体制を確保するものとする。また、被災時に的確な対策が講じられるよう、防災訓練を実施す

るものとする。 

(7)  下水道管理者は、施設の維持管理等を民間事業者等に委託している場合は、受託者が適切な災害時対応

を講じられるよう、必要な連携体制を確保するものとする。 

 
第３ 工業用水道施設防災計画 

工業用水道事業者は、工業用水道施設について、「第１水道施設防災計画の２計画の内容(1)～(8)」に準じた

対策を講じるものとする。 
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第３３章 学校等の防災計画 

 

 
第１節 計画の方針 

 
学校その他の教育機関（以下「学校等」という。）においては、災害時の安全確保方策、日常の安全指導体制、

教職員の参集体制、情報連絡体制等の防災に関する計画及び対応マニュアル等を整備する。また、災害による学校

等の施設・設備等の被害を予防し、人命の安全確保と教育活動遂行上の障害を取り除くための措置を講じる。 

 

 

第２節 計画の内容 

 
第１ 防災体制の整備 

各学校等において、その自然的条件・社会的条件等を踏まえ、実態に即した適切な防災体制の充実を図る。

その際学校等が避難所になった場合の運営方法、施設使用上の留意点も含め、市町村等の災害対策担当部局 

やPTA、地域の自主防災組織等と連携しつつ、具体的な計画を策定する。また、発災時別の避難、保護者への

引渡し又は学校での保護方策等、幼児・児童・生徒等 (以下「児童生徒等」という。）の安全確保が適切に行

われるために対応マニュアル等を作成するとともにその内容の徹底を図る。 

１ 学校における防災体制 

学校の防災に関する計画において、教職員の安全意識を高め、適切な安全指導、施設・設備等の管理を行

うための体制を定める。災害発生時における体制については、学校が避難所に指定されている場合も含め、

地域の実情等に応じ、教職員の参集体制、初動体制及び避難所の運営に係る体制について考慮する。 

また、災害時における情報連絡を的確かつ円滑に行うため、学校と所管する教育委員会、市町村の災害担

当部局等との間の情報連絡体制の整備を図るとともに、教職員間、学校と保護者・児童生徒等との間の情報

連絡体制を整備する。なお、保護者へは学校の防災体制及び対応方策、特に発災時別基本ルール及び児童生

徒等の引渡し方法並びに学校での保護方策を周知しておく。 

２ 児童生徒等の安全確保等のための教職員の対応マニュアル等の作成 

児童生徒等の発達段階、学校種別の特性及び地域の実情等を考慮し、次の事項について定める。 

(1) 発災時別の教職員の対応方策 

• 在校時 

• 学校外の諸活動時 

• 登下校時 

• 夜間休日等 

登下校時の発災の場合は、児童生徒等に自宅又は学校のいずれか近い方に向かうことを基本とする。 

(2) 保護者との連絡、引渡し方法及び学校での保護方策 

(3) 施設・設備の被災状況の点検等 

３ 学校以外の教育機関における防災体制等 

学校以外の教育機関においては、学校に準じ、施設の状況に応じた防災体制及び安全確保等のための職員

対応マニュアル等を定める。 

４ 避難所としての運営方法等 

市町村の災害対策担当部局の職員が配置されるまでの間、避難所運営に係る業務の全部又は一部について

対応することを想定した運営体制及び具体的な対応方策について定める。また、参集状況により少人数で避

難所の開設等の業務に対応せざるを得ない場合を想定して、初動体制についても定めておく。 
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避難所としての施設の使用については、主として避難者収容のために必要なスペース、負傷者、病人、高

齢者等の看護のために必要なスペース及び避難所運営のための管理に必要なスペース等に区分し、あらかじ

め使用の順位を定めておく。 

また、避難所に対する支援や避難所における備蓄及び避難者のプライバシーの確保、男女のニーズの違い

等男女双方の視点等に配慮するものとする。 

 
第２ 施設・設備等の災害予防対策 

１ 施設の点検及び補修等の実施 

電気・ガス・給排水設備等のライフライン及び天井、庇等の二次部材を含め、施設・設備について定

期的に安全点検を行い、必要な補強、補修等の予防措置を講じる。 

２ 防災機能の整備 

(1) 避難設備等の整備 

災害時に学校等において、迅速かつ適切な消防、避難及び救助ができるよう、避難器具、誘導灯及び誘

導標識等の避難設備をはじめ必要な施設・設備等の整備を促進する。 

(2) 避難所としての機能整備 

地域防災計画に避難所として位置づけられた学校等の施設については、周辺住民を収容することを想定

し、教育施設としての機能向上を図りつつ、必要に応じた防災機能の整備・充実を促進する。 

３ 設備・備品の安全対策 

災害において、設備・備品の転倒・破損等による被害を防護するため、視聴覚機器、事務機器、書架等の

固定、転倒防止対策や、薬品、実験実習機器等危険物管理の徹底を図る等の適切な予防措置を講じる。 

 
第３ 防災訓練の実施 

学校等において、各々の防災に関する計画に基づき家庭や地域、関係機関等との連携を図りつつ、児童生徒

等、学校等及び地域の実情に即して、また、障害の有無等にも配慮しながら、多様な場面を想定した避難訓練、情報

伝達訓練等の防災上必要な訓練の徹底に努める。 

 
第４ 教育活動への配慮 

１ 避難所としての活用 

市町村は、学校を避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮するものとする。また、

避難所としての機能は応急的なものであることを認識の上、避難所となる施設の利用方法について、事前に教育委

員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整を図るものとする。 

２ 敷地の活用 

府及び市町村は、学校の敷地を応急仮設住宅の用地等として定める場合には、学校の教育活動に十分配慮

するものとする。 

 
第５ 市町村地域防災計画で定める事項 

１ 防災に関する計画等の整備に関する事項 

２ 防災上必要な教育に関する事項 

３ 防災上必要な訓練に関する事項 

４ 施設・設備等の災害予防対策に関する事項 
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第３４章 避難に関する計画  

（各機関） 

 

第１節 計画の方針 

 
災害発生時には、府民が自らの判断で避難行動をとることが原則である。府民は、災害種別毎に自宅等でどのよ

うな災害リスクがあるのか、立退き避難が必要な場所なのか、上階への移動等で命の危険を脅かされる可能性がな

いか、いつどこに避難するべきなのか、また要配慮者をどのように支援するのか、必要な携帯品は何かなどについ

て、あらかじめ確認・認識し、避難行動を決めておく必要がある。 

このため、府及び市町村等は、災害の危険がある区域にいる府民に命を守るための避難行動をさせるため、あら

かじめ府民一人ひとりが自主的に早めの避難行動をとる判断ができる知識と情報を提供、普及するとともに、市町

村は、指定緊急避難場所及び指定避難所の指定等避難計画の策定を行い、府民の安全の確保に努める。その際、水

害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを考

慮するよう努めるものとする。また、大雪時における対策について「大雪時における安全確保のためのガイドライ

ン」に基づき、市町村及び関係機関と連携して取り組むものとする。 

 

 

第２節 避難の周知徹底 

 
第１ 事前措置 

府、市町村、水防管理団体等関係機関は、指定緊急避難場所等へ移動する立退き避難や屋内に留まる屋内安

全確保の万全を図るため、火災・河川の氾濫・崖崩れ・土石流・地すべり・なだれ・高潮・津波等の危険の予

想される地域内の住民に、避難指示等の意味、自主的に早めの避難行動をとる、急激に災害が切迫し発生した

場合は次善行動をとる等適切な避難行動のあり方、災害危険情報(地域ごとの災害リスク)や災害時の情報の入

手方法、指定緊急避難場所、避難経路等についてあらかじめ徹底させておく。その際、指定緊急避難場所が災

害種別に応じて指定されており、避難の際は発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先と

して選択すべきことについて日頃から府民への周知徹底に努めるものとする。また、河川近傍や浸水深の大き

い区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明示し、迅速で確実な立退き避難をするよう普及

啓発を図る。 

また、市町村は、洪水、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を踏まえつつ、避難すべき区域や判

断基準を明確にした「市町村の避難指示等の判断・伝達マニュアル」を作成する。 

なお、府と市町村が連携して、自主防災組織に対し、自主的に早めの避難行動を行うための目安の設定、指

定緊急避難場所までたどり着けない場合の次善の避難場所の設定、取るべき避難行動を時系列で整理したタイ

ムライン（避難計画）の作成を支援する。その際、避難指示等の発令対象を災害リスクのある区域等に絞り

込んでおく。 

 
第２ 避難指示等の周知 

市町村等は、災害により危険区域内の居住者に避難するべきことを知らせる伝達手段をあらかじめ周知して

おく。 

また、ハザードマップ等で自ら自宅・施設等の浸水想定等を確認し、居住者等の自らの判断により、上階へ

の避難や高層階にとどまること等により、計画的に身の安全を確保する屋内安全確保についても留意するもの

とする。 

市町村は、避難指示等を発令する際には、内閣府「避難情報に関するガイドライン」を踏まえ、防災情報等

に対応する警戒レベルや発令の対象者を明確にし、対象者ごとに警戒レベルに対応したとるべき避難行動がわ

かるように周知する。 

このため、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮

したうえで取るべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避

難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあること、警戒レベル４で 

「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

また、警戒レベル３高齢者等避難や警戒レベル４避難指示が発令されたタイミングで避難する必要があるこ

とを周知徹底する必要があるものの、災害が既に発生・切迫し、指定緊急避難場所等への立退き避難を安全に 
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できない状況において、立退き避難から行動を変容し、命の危険から身の安全を可能な限り確保するため、そ

の時点にいる場所よりも相対的に安全である場所へ直ちに移動等する緊急安全確保についても指示することが

できるものとする。 

 

 

第３節 指定緊急避難場所の指定等及び避難経路の選定 

 
第１ 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定 

１ 指定緊急避難場所については、市町村は、想定される災害に対して安全な構造を有する施設又は周辺等に

災害が発生した場合に人の生命及び身体に危険を及ぼすおそれのある物がない場所であって、災害発生時に

迅速に避難場所の開設を行うことが可能な管理体制等を有するものを指定し、指定緊急避難場所となる都市

公園等のオープンスペースについては、必要に応じ、大震火災の輻射熱に対して安全な空間とすることに努

める。 

２ 指定避難所については、市町村は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被

災者等を受け入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって、想定される災害による影響が比較

的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお、主として要

配慮者を滞在させることが想定される施設にあたっては、要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講

じられており、また、災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整

備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定するものとす

る。また、指定緊急避難場所と指定避難所は兼ねることができるが、その際は、特定の災害においては当該

施設に避難することが不適当であることを日頃から住民等へ周知徹底するよう努める。 

３ 市町村は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障害者等の要配慮者のため、介護

保険施設、障害者支援施設等の福祉避難所を指定するよう努める。この際、受入れを想定していない避難者

が避難してくることがないよう、必要に応じて、あらかじめ福祉避難所として指定避難所を指定する際に、

受入れ対象者を特定して公示するものとする。 

 

第２ 広域避難場所の選定 

地震等による延焼火災等が発生した場合、府民の生命及び身体の安全を確保するため、市町村長は次の基準

により、あらかじめ広域避難場所を選定しておくことができる。 

１ 広域避難地の収容可能人数は、避難者１人当たりの必要面積を、おおむね２㎡以上として算定する。 

２ 避難場所としての適格性の判断に際しては、避難者等の安全を確保するため液状化の危険性、火災の延焼

によって生じる輻射熱、熱気流等について考慮するものとする。 

３ 大地震が発生した時に崖崩れや浸水等の危険がないこと。 

４ 一定期間、避難者の応急救護活動ができること。 

５ 避難者が安全に到達できる避難路と連絡していること。 

 
第３ 避難場所分けの実施 

指定緊急避難場所の指定等をした市町村は、次の事項を勘案して避難場所の区分けを実施し、住民一人ひと

りの避難すベき場所を明確にしておく。 

１ 避難場所の区分けの境界線は地区単位を原則とするが、主要道路・鉄道・河川等を横断して避難すること

を避けるため、これらを境界とすることもできる。 

２ 避難場所の区分けに当っては、各地区の実情に応じて、避難に要する時間、避難経路の安全性を十分考慮

する。 

３ 避難人口は夜間人口に基づくが、避難場所収容力に余裕をもたせる。 

 
第４ 避難道路の選定と確保 

市町村職員、警察官、消防吏員、道路管理者等避難措置の実施者は、迅速かつ安全な避難ができるよう通行

の支障となる行為や障害物を除去し、避難道路の通行確保に努める。 

指定緊急避難場所の指定等をした市町村は、市街地の状況に応じて、次の基準により避難道路を選定し、これ

を確保する。 
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１ 避難道路は、ほぼ10ｍ以上の幅員を有すること。 

２ 避難道路は、相互に交差しないこと。 

３ 危険物施設等による火災・爆発等の危険性が少ないこと。 

４ 液状化や浸水、土砂災害等により通行不能になる恐れがないこと。 

５ 避難道路については複数の道路を選定するなど、周辺地域の状況を勘案すること。 

６ 避難誘導を円滑に行うため、避難場所周辺に避難場所標識及び避難誘導の標識を設置するよう努めること。ま

た、市町村は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図

記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものとする。 

 

 
第４節 避難の実施に必要な施設・設備等の整備 

 
第１ 施設・設備・物資の備蓄 

避難所において、要配慮者にも配慮した施設・設備の整備、情報通信機器の確保、必要な物資（食料、飲料

水、携帯トイレ、簡易トイレ、常備薬、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション、炊き出し用具、

毛布等避難生活に必要な物資や新型インフルエンザ等を含む感染症対策に必要な物資等）の備蓄に努める。ま

た、備蓄品の調達に当たっては、女性、子供にも配慮するものとする。 

 
第２ 避難所情報の発信 

府は、府内市町村の指定避難所、指定緊急避難場所の設備や周辺状況がわかる地図等をまとめた避難施設カ

ルテを京都府ホームページ等により発信するものとする。 

 
第３ 円滑な避難所運営への配慮 

市町村は、高齢者、障害者、難病者、妊産婦・乳幼児、外国人、ＬＧＢＴなど配慮の必要な方の視点を取り

入れるとともに、マニュアルの作成、感染症対策に配慮した避難所の開設・運営訓練等の訓練等を通じて、避

難所の運営管理のために必要な知識等の普及に努めるものとする。この際、住民等への普及に当たっては、住

民等が主体的に避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。また、指定管理施設が指定避難所

となっている場合には、指定管理者との間で事前に避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものと

する。 

市町村及び各避難所の運営者は、避難所の良好な生活環境の継続的な確保のために、専門家等との定期的な

情報交換に努めるものとする。 

 
第４ 介護保険施設、障害者支援施設及び民間施設等の受入れに関する協力 

府は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ府や近隣府県における同種の施設やホテル・旅

館等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を府

に登録するよう要請するものとする。 

市町村は、被災地域外の地域にあるものを含め、ホテル・旅館等を実質的に福祉避難所として開設する等、

配慮に努める。 

 
第５ 新型インフルエンザ等府内感染者発生に備えた対策 

市町村は、新型インフルエンザ等感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応も含め、平常時か

ら防災担当部局と保健福祉担当部局と連携して、避難所における避難者の過密を抑制するため、災害発生時に

おける避難所収容人数を考慮してあらかじめ指定した指定避難所以外にも通常の災害発生時よりも可能な限り

多くの避難所を確保するとともに、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用を検討する。 

また、避難者の健康状態の確認方法や避難所の衛生環境の確保方法、発熱、咳等の症状がある者が出た場合

の対応方法を定める。 

府は、新型インフルエンザ等感染症の自宅療養者の被災に備え、防災部局と保健福祉部局が連携して、各対

象者の居住地の危険性を確認するよう周知するとともに、市町村と連携して受入れ施設を確保し、避難に関す

る連絡窓口を整備する（大規模地震発生時等を除く）。 
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第５節 居住地以外の市町村に避難する被災者に対する情報伝達活動 

 
居住地以外の市町村に避難する被災者に対して必要な情報や支援・サービスを容易かつ確実に受け取ることので

きる体制の整備を図る。 

 

 
 

第１ 市町村 

第６節 広域避難 

１ 市町村は、当該市町村の地域に係る災害が発生するおそれがある場合において、居住者等を一定期間他の

市町村の区域に滞在させる必要があると認めるときは、同一都道府県内の他の市町村に協議をすることがで

きる。 

２ 市町村は、避難所を指定する際に併せて広域避難の用にも供することについても定めるなど、他の市町村

からの居住者等を受け入れることができる避難所をあらかじめ決定しておくよう努める。 

３ 市町村は、指定避難所が広域避難の用に供する避難所にもなりうることについて、あらかじめ施設管理者

の同意を得るよう努める。 

４ 市町村は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、府その他関係機関と連携し、他の市町

村との相互応援協定の締結や、運送事業者との居住者等の運送に関する協定の締結に取り組むなど、関係機

関との連携の強化に努めるほか、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定め、実践型の防災訓

練を実施するよう努める。 

５ 市町村は、域内の指定緊急避難場所等が不足する場合は、他の市町村に避難場所等の提供を要請する。ま

た、浸水想定区域が広範囲に設定されている市町村は、あらかじめ他の市町村内にも避難場所を確保し、 

広域避難計画を作成する。

第２ 府 

１ 府は、市町村から、府有施設（指定管理施設を含む。）を広域避難の用にも供する避難所として指定し

たい旨の申し出があったときは、協力するよう努める。 

２ 府は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関西広域連合、関係府県その他関係機関と

連携し、他の都道府県との相互応援協定の締結や、運送事業者との居住者等の運送に関する協定の締結に取

り組むなど、関係機関との連携の強化に努めるほか、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定

め、実践型の防災訓練を実施するよう努める。 

 

 

第７節 広域一時滞在 

 
第１ 市町村 

１ 市町村は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することについても定めるなど、他の市

町村からの被災住民を受け入れることができる避難所をあらかじめ決定しておくよう努める。 

２ 市町村は、指定避難所が広域一時滞在の用に供する避難所にもなりうることについて、あらかじめ施設管

理者の同意を得るよう努める。 

３ 市町村は、大規模広域災害時に円滑な広域一時滞在が可能となるよう、府その他関係機関と連携し、他の

市町村との相互応援協定の締結や、運送事業者との被災住民の運送に関する協定の締結に取り組むなど、関

係機関との連携の強化に努めるほか、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

４ 市町村は、域内の指定緊急避難場所等が不足する場合は、他の市町村に避難場所等の提供を要請する。ま

た、浸水想定区域が広範囲に設定されている市町村は、あらかじめ他の市町村内にも避難場所を確保し、 

広域避難計画を作成する。 

 
第２ 府 

１ 府は、市町村から、府有施設（指定管理施設を含む。）を広域一時滞在の用にも供する避難所として指定 
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したい旨の申し出があったときは、協力するよう努める。 

２ 府は、大規模広域災害時に円滑な広域一時滞在が可能となるよう、関西広域連合、関係府県その他関係機

関と連携し、他の都道府県との相互応援協定の締結や、運送事業者との被災住民の運送に関する協定の締結

に取り組むなど、関係機関との連携の強化に努めるほか、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等

を定めるよう努める。 

 

 

第８節 市町村の避難計画 

 
市町村及び防災上重要な施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な避難・誘導を行うことができるようあ

らかじめ避難計画を作成しておく。 

 
第１ 市町村地域防災計画で定める事項 

避難計画は、住民の身体生命に対し特に影響を及ぼす重要な計画であるので十分検討し、以下の事項を具体

的に定める。 

指定避難場所等の避難場所について、市町村は、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を

得て近隣市町村に設けるものとする。 

また、避難行動要支援者を速やかに避難誘導するため、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画を作成し、

避難行動要支援者（及び個別避難計画にあっては避難支援等を実施する者）の同意を得た上で、地域住民、自

主防災組織、関係団体、福祉事業者等の協力を得ながら、平常時より、情報伝達体制の整備、避難行動要支援

者に関する情報の把握・共有、避難に関する全体計画及び個別避難計画策定等の避難誘導体制の整備について

定めるものとする 

１ 避難の指示等を伴う基準及び伝達方法 

２ 避難場所の名称、所在地、対象地区及び対象人口 

３ 避難場所への経路及び誘導方法 

４ 避難場所開設に伴う被災者救護措置に関する事項 

(1) 給水措置 

(2) 給食措置 

(3) 毛布・寝具等の支給 

(4) 衣料・日用必需品の支給 

(5) 負傷者に対する応急救護 

５ 避難場所の管理に関する事項 

(1) 避難収容中の秩序保持 

(2) 避難者に対する災害情報の伝達 

(3) 避難者に対する応急対策実施状況の周知徹底 

(4) 避難者に対する各種相談業務 

(5)  運営方法についてのルール（市町村と自治会との負担の分担、交代制を取り入れた住民自身による自主

的な運営等を含む） 

６ 広域避難場所等の整備に関する事項 

(1) 収容施設 

(2) 給水施設 

(3) 情報伝達施設 

７ 避難の心得、知識の普及啓発に関する事項 

(1) 平常時における広報 

ア 広報紙、掲示板、パンフレット等の発行

イ ホームページ 

ウ 住民に対する巡回指導

エ 防災訓練等 

オ ハザードマップ（防災マップ）の利活用 
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(2) 災害時における広報 

ア テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報メール機能や事前登録によるメール機能を含む。）による周知

イ Lアラート（災害情報共有システム）の活用 

ウ ホームページによる周知 

エ 広報無線、消防無線による周知

オ 広報車による周知 

カ 避難誘導員による現地広報

キ 住民組織を通じた広報 

８ 孤立する恐れのある地区の対策に関する事項 

(1) 災害時に孤立する恐れのある地区の把握 

(2) 食料・飲料水の備蓄 

(3) 情報連絡方法 

９ 避難所運営マニュアルの整備 

10 居住地以外の市町村に避難する被災者に対する情報伝達活動 

 
第２ 市町村の避難指示等の判断・伝達マニュアル 

市町村長は、避難指示等の発令・伝達に関し、災害緊急時にどのような状況において、どのような対象区域の

住民に対して避難指示等を発令するべきか等の判断基準について取りまとめたマニュアルを作成する。 

また、避難指示等の対象区域、判断時期等について、府に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整窓

口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくものと

する。 

なお、国及び府は、市町村等に対し、避難指示等の発令基準の策定を支援するなど、市町村の防災体制確保に

向けた支援を行うものとする。 

１ 対象とする災害及び警戒すべき区間・箇所 

浸水想定区域図、土砂災害警戒区域、過去の災害実績等を踏まえつつ、住民の避難を要する自然現象や、

その現象の発生に警戒を要する区間・箇所を特定する。 

２ 避難すべき区域 

浸水深や破堤氾濫の破壊力、土石流や崩壊土砂の到達範囲を考慮して、避難指示等の想定対象区域をあら

かじめ定める。 

なお、災害緊急時に「河川氾濫の危険」という情報発信だけで住民が避難行動を取る必要があるかどうか

自ら判断できるよう、あらかじめ住民に対し浸水想定地区域の理解を促す。 

３ 避難指示等の発令基準 

対象とする自然災害ごとに、住民が避難行動を開始する必要がある状態をあらかじめ確認し、関係機関等

から提供される情報等を基に「避難指示等一覧」による避難指示等発令の判断基準を定める。 

また、避難指示等の発令に当たっては、「避難指示等の発令の参考となる情報」を参考とすること。 

なお、判断基準を定めるにあたっては、できる限り具体化を図りつつも、自然現象を対象とするため、想

定以上又は想定外の事態も発生しうるので、総合的な判断を行うこと。 

４ 効果的な避難指示等の発令 

過去に発生した災害を挙げるなど危険が差し迫っていることを想起させる文例を作成する。 

また、住民がリアルタイムで映像を確認できるよう、府河川防災情報システムの河川情報カメラのリンク

を設定する。 

５ 避難指示等の伝達・要配慮者の避難支援 

避難計画等を住民に周知し、住民の迅速かつ的確な避難行動に結びつけられるように、避難指示等の伝達

内容、伝達手段、伝達先について、あらかじめ定める。 

また、要配慮者の避難支援について、防災関係部局と福祉関係部局と緊密に連携を取りつつ、避難支援マ

ニュアルを策定する。なお、詳細は第２７章において定める。 
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避難指示等一覧 
 

警戒レベル 避難情報 発令時の状況 住民に求める行動 

 
 

レベル３ 

 
 

高齢者等避難 

 
 

・災害リスクのある区域等の

高齢者等が危険な場所から

避難するべき段階であり、

災害が発生するおそれがあ

る状況 

高齢者等避難 

・高齢者等（避難を完了させるのに時間を要

する在宅又は施設利用者の高齢者及び障害

のある人等、及びその人の避難を支援する

者）は危険な場所から避難（立退き避難又

は屋内安全確保（注１） 

・上記以外の者は、必要に応じ、出勤等の外

出を控えるなど普段の行動を見合わせ始 

め、避難準備、及び自主的に避難 

 
 

レベル４ 

 
 

避難指示 

 
 

・災害リスクのある区域等の

居住者等が危険な場所から

避難するべき段階であり、

災害が発生するおそれが高

い状況 

全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は

屋内安全確保） 

 
 

レベル５ 

 
 

緊急安全確保 

（注２） 

 
 

・居住者等が身の安全を確保

するために指定緊急避難場

所等へ立退き避難すること

がかえって危険で危険であ

る段階であり、災害が発生

又は切迫している状況 

命の危険 直ちに安全確保！ 

・立退き避難から行動を変容し、相対的に安

全な場所へ直ちに移動等 

・ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動

を安全にとることができるとは限らず、と

ったとしても身の安全を確保できるとは限

らない。 

注１ 立退き避難：災害リスクのある区域等の居住者等が災害リスクのある区域等の外側等、対象とする災害に対

し安全な場所に移動すること。 

屋内安全確保：災害リスクのある区域等に存する自宅・施設等であっても、計画的に上階への移動や高層階

での待避をすること。 

注２ 必ず発令されるとは限らない。 
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（１）河川の氾濫等 

避難指示等の発令の参考となる情報 

 

レベル相

当情報 

洪水予報河川 水位周知河川 左記以外の中小河川、内水等 

河川の

性格 

・洪水により相当規模以上の

損害が発生する河川で、洪

水予測が可能な河川 

・洪水により相当規模以上の

損 害が発生する河川で、

洪水予測が困難な河川 

・左記以外のリアルタイムの

水位観測ができない中小河

川、又は水路等 

警

戒

レ

ベ

ル 

３

相

当

情

報 

高齢

者等

避難 

・氾濫警戒情報（洪水警報） 

が発表されたとき。(※１) 

※１氾濫危険水位に達する

と見込まれるとき、避難判

断水位に達し更に水位の上

昇が見込まれるとき。 

 

 

・避難判断水位に到達したと

き(※１) 

※１上流の降雨状況や降雨

予測等による洪水発生の可

能性にも考慮 

・洪水キキクル（洪水警報の

危険度分布）で「警戒

（赤）」が出現した場合。 

・近隣での浸水や、河川の増

水、当該地域の降雨状況や

降雨予測等により浸水の危

険が高い 

・洪水キキクル（洪水警報の

危険度分布）で「警戒

（赤）」が出現した場合。 

警

戒

レ

ベ

ル 

４

相

当

情

報 

避難

指示 

・氾濫危険情報（洪水警報）

が発表されたとき(※２) 

※２ 氾濫危険水位に到達

したとき、氾濫危険水位以

上の状態が継続していると

き。 

※３ 氾濫危険水位に到達

していないものの、氾濫開

始相当水位に到達すること

が予想される場合。 

・国管理河川の洪水の危険度

分布（水害リスクライン）

で「氾濫危険水位の超過に

相当（紫）」になった場

合。 

・堤防の決壊につながるよう

な漏水等の発見 

・氾濫危険水位（特別警戒水

位）(※２)に到達したとき

(※３) 

※２氾濫発生水位から一定

時間(※４)の水位変化量を

差し引いた水位避難に要す

る時間内で、河川管理者か

らの情報が一定の精度を確

保できる時間 

※３上流の降雨状況や降雨

予測等により、危険水位に

達しないことが明らかであ

る場合を除く 

※４避難に要する時間内

で、河川管理者からの情報

が一定の精度を確保できる

時間 

・近隣で浸水が拡大 

・排水先の河川の水位が高く

なり、ポンプの運転停止水

位に到達することが見込ま

れる 

・洪水キキクル（洪水警報の

危険度分布）で「危険

（紫）」が出現した場合。 

  
・堤防の決壊につながるよう

な漏水等の発見 

・洪水キキクル（洪水警報の

危険度分布）で「危険

（紫）」が出現した場合。 
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警

戒

レ

ベ

ル 

５

相

当

情

報 

緊急

安全

確保 

（災害が発生直前又は既に発

生しているおそれ） 

・堤防の決壊につながるよう

な大量の漏水や亀裂等発見 

・水門等の施設状況（水門が

閉まらない等の事故） 

・氾濫開始相当水位に到達し

た場合。 

・国管理河川の洪水の危険度

分布（水害リスクライン）

で「氾濫している可能性

（黒）」になった場合。 

（災害が発生直前又は既に発

生しているおそれ） 

・堤防の決壊につながるよう

な大量の漏水や亀裂等発見 

・水門等の施設状況（水門が

閉まらない等の事故） 

・洪水キキクル（洪水警報の

危険度分布）で「災害切迫

（黒）」が出現した場合。 

（災害が発生直前又は既に発

生しているおそれ） 

・排水先の河川の水位が高く

なり内水ポンプの運転停 

止、水門閉鎖 

・洪水キキクル（洪水警報の

危険度分布）で「災害切迫

（黒）」が出現した場合。 

 
（災害発生を確認） 

・堤防が決壊、越水・溢水の

発生（水防団からの報告等

により把握できた場合） 

・氾濫発生情報（洪水警報） 

が発表されたとき（※３） 

※３洪水予報区間内で、氾

濫が発生したとき、氾濫が

継続しているとき 

（災害発生を確認） 

・堤防が決壊、越水・溢水の

発生（水防団からの報告等

により把握できた場合） 

（災害発生を確認） 

・近隣で浸水が床上に及んで

いる 

 
※災害が発生直前又は既に発

生しているおそれを理由に警

戒レベル５緊急安全確保を発

令済みの場合、災害発生を確

認しても警戒レベル５緊急安

全確保を再度発令しない。具

体的な災害の発生状況や考え

られる被害、とり得る行動等

を可能な限り繰り返し居住者

等に伝達することに注力する

こと。 

※災害が発生直前又は既に発

生しているおそれを理由に警

戒レベル5緊急安全確保を発令

済みの場合、災害発生を確認

しても警戒レベル5緊急安全確

保を再度発令しない。具体的

な災害の発生状況や考えられ

る被害、とり得る行動等を可

能な限り繰り返し居住者等に

伝達することに注力するこ

と。 

※災害が発生直前又は既に発

生しているおそれを理由に警

戒レベル5緊急安全確保を発令

済みの場合、災害発生を確認

しても警戒レベル5緊急安全確

保を再度発令しない。具体的

な災害の発生状況や考えられ

る被害、とり得る行動等を可

能な限り繰り返し居住者等に

伝達することに注力するこ

と。 

 

注 水位が堤防の天端高に近づくなど特に越水が差し迫った場合、樋門が閉鎖されポンプが稼働していない場合、

ダム異常洪水時防災操作の事前連絡があったときや行われたときで下流に甚大な被害が発生すると予測された 

場合などとくに災害発生のおそれが高いと考えられる場合は、すでに避難指示が発令されている場合であって 

も、再度発令することも含め、速やかに住民に警戒レベル４相当の情報を提供する。 
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（２）土砂災害 

 

レベル相当情報 避難情報 土砂災害警戒区域（もしくは土砂災害危険箇所） 

警戒レベル３ 

相当情報 

高齢者等避難 ・大雨警報(土砂災害)が発表され、かつ、土砂キキクル

（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で「警戒

（赤）」と判定された場合 

・大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～翌日

早朝に大雨警報(土砂災害)に切り替える可能性が高い旨

に言及されている場合 

・前兆現象(湧き水・地下水が濁り始めた、量が変化)が発

見された場合 

警戒レベル４ 

相当情報 

避難指示 ・土砂災害警戒情報が発表された場合 

・大雨警報(土砂災害)が発表されている状況で、記録的短

時間大雨情報が発表された場合 

・土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で

「危険（紫）」と判定された場合 

・前兆現象(渓流付近で斜面崩壊、斜面のはらみ、擁壁・道

路等にクラック発生、山鳴り、流木の流出、斜面の亀裂

等)が発見された場合 

警戒レベル５ 

相当情報 

緊急安全確保 （災害が発生直前又は既に発生しているおそれ） 

・土砂災害警戒情報システムにおいて、実況で土砂災害警

戒情報基準線(ＣＬ)を超過した場合 

・土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で

「災害切迫（黒）」と判定された場合 

（災害発生を確認） 

・土砂災害が発生した場合 

 

 注 面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市町村をいくつかの地域に分割した上で、土砂災害に関するメ

ッシュ情報等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで

避難指示等を発令できるよう、指令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努め

るものとする。 
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第９節 防災上重要な施設の計画 

 
学校等、病院、福祉施設、その他防災上重要な施設の管理者は、次の事項に留意して避難計画を作成し、避難の

万全を期する。 

また、これらの施設のうち、水防法、土砂災害防止法又は津波防災地域づくり法に基づき市町村の地域防災計画

に記載されたものは、水害、土砂災害又は津波に対応した避難に係る計画(避難確保計画)の作成及び避難訓練の実

施をするものとする。 

なお、府は、市町村とともに避難確保計画作成を支援し、訓練等を通じて実効化を図る。 

１ 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮したうえで、避難の場所、避難経路、誘導及びその指示伝

達の方法等 

大学等においては、避難の場所、避難経路、誘導及びその指示伝達等の方法並びに学生が自主的に避難する

ための避難の場所、避難経路等の事前周知の方法等 

２ 児童生徒等を集団で避難させるための避難場所の選定、収容施設の確保並びに教育・保健・衛生及び給食等

の方法 

３ 病院等においては、患者等を他の医療機関又は安全な場所へ集団で避難させるための収容施設の確保、移送

方法、治療・保健・衛生・給食の実施方法等 

４ 老人、障害者及び児童施設等においては、それぞれの地域の特性等を考慮したうえで、避難地、避難経路、

誘導、収容施設の確保、保健・衛生及び給食等の実施方法 
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第10節 駅、地下街における避難計画 

 

 
駅、地下街においては、浸水や火災等による災害が発生した場合に、大混乱が生じて多数の死傷者が発生する恐

れがある。そこで、駅、地下街で発生する災害に備え、利用者の避難誘導を行うことができるようあらかじめ避難

計画を定める。 

 
第１ 鉄道及び地下街管理者の防災管理 

駅、地下街の管理者は、施設の防災対策として発災時における利用客の避難誘導方法等の対策について計画

を定め、従業者等に周知徹底に努める。 

 
第２ 地下街管理者の活動 

地下街の滞留者等が一時避難できるように避難場所を確保するとともに、一般住民の避難場所と重複しない

よう市町村と調整する。 

 
第３ 関西電力送配電株式会社の防災管理 

電力供給施設の計画的な巡視点検及び測定等を実施する。 

 
第４ 大阪ガス株式会社の防災管理 

１ 駅、地下街構内のガス施設の調査点検 

２ 調査点検時に鉄道及び地下街等事業者に対してガスの安全使用について周知する。 

 

 

 
第11節 車中避難計画 

 
大規模災害発生時において、余震への不安やプライバシー確保、ペット同伴等の理由から車中泊避難が発生する

おそれがある。そこで、避難者数の把握や救援物資の提供、駐車スペースの確保、エコノミークラス症候群による

震災関連死等の課題に対応するため、地域の実情に応じてあらかじめ体制整備を図る。 

さらに、一時的に車で避難する避難者に対応するため、車中避難場所（車により一時的に安全確保ができる場所）

を確保する。 

なお、住民の屋外避難に当たっては、市町村があらかじめ指定する指定避難所への避難が基本であって、車中泊

避難を推奨するものではない。 

 
第１ 市町村 

市町村は、車中泊の対応方針について地域の実情も踏まえ地域防災計画へ記載する。指定避難所における駐

車可能台数を把握し、あらかじめ具体的に車中泊避難が可能な場所を選定するとともに、エコノミークラス症

候群防止をはじめとした環境整備、支援物資の備蓄等を行う。 

また、車中避難場所（車により一時的に安全確保ができる場所）について、施設管理者と必要に応じて開設の

タイミング等を事前調整する。 
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第２ 府 

１ 府は、市町村が実施する車中泊避難対策について必要な助言・調整等を行う。 

２ 府は、大規模災害発生時において車中泊避難の発生が多数になるおそれがあるときに備えて、次の施設に広域

車中避難場所を整備することとし、あらかじめ広域車中避難場所の開設手順や運用方法を定めるとともに、必要

な資機材・設備等を準備する。 

３ 京都府ホームページ上で、府・市町村が位置付けた車中避難場所（車により一時的に安全確保ができる場所）

を周知するとともに、エコノミークラス症候群の危険性等について注意喚起する。 

※中央駐車場及び正門横駐車場が満車になった際に、活用を検討 

施設名 所在地 駐車場（台数） 

山城総合運動公園 宇治市広野町八軒屋谷１ 
第１駐車場（252台） 

第２駐車場（735台） 

丹波自然運動公園 船井郡京丹波町曽根崩下代 110-7 

中央駐車場（約 130 台） 

正門横駐車場（80台） 

南駐車場（177台）※ 
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近畿運輸局 関西広域連合 隣接府県 

京 都 府 
（災害対策本部） 市 町 村 

（提供） 

観光客・帰宅困難者 

鉄道事業者 

京都府バス事業者 

観光協会、旅行会社 

ホテル・旅館業者 

コンビニエンスストア 

ファミリーレストラン等 

第３５章 観光客保護・帰宅困難者対策計画 

 

 
第１節 計画の方針 

 
府は、大規模広域災害が発生し、鉄道やバスの交通機関の運行が停止した際に、大量の観光客及び帰宅困難者に

より救急・救助等の応急活動に支障をきたし、観光客及び帰宅困難者自身にも危険が及ぶなど一斉帰宅に伴う混乱

を回避するとともに、観光客及び帰宅困難者を支援するため、平常時から関西広域連合や市町村などの行政機関、

輸送機関や観光協会等と連携を図り、災害時に適切かつ迅速な対応がとれるよう体制整備を図る。 

また、必要に応じて、帰宅支援拠点の確保等を行うとともに、拠点の確保に当たっては、男女のニーズの違いや

要配慮者等の多様なニーズに配慮した運営に努める。 

 
第２節 計画の内容 

 
第１ 基本方針 

府は、関西広域連合・隣接府県・市町村と連携して、観光客保護及び帰宅困難者の発生を抑制するため、

「むやみに移動を開始しない」という基本原則を企業・学校等に周知徹底していく。また、帰宅支援対象道路

の設定や代替輸送の調整を行うとともに、コンビニエンスストア、ファミリーレストラン等の協力を得て、ト

イレ、水道水等の提供や道路情報の提供を行うなど徒歩帰宅支援を行う。 

市町村は、府、関係機関と連携して、観光客及び帰宅困難者を受け入れる一時退避場所及び一時滞在施設を

設置・拡充し、発災時に設置に係る情報提供を行うようにする受入体制を整備する。 

なお、大雪による鉄道輸送障害により、帰宅困難者が発生した場合には、「大雪時における安全確保のため

のガイドライン」に基づき、府、市町村、鉄道事業者等が連携して帰宅困難者の安全確保に努める。 

 
第２ 観光客・帰宅困難者への啓発 

発災直後、府や市町村の応急対策活動は、救命救助・消火・避難者の保護に重点を置くため、観光客・帰宅

困難者に対する公的支援は制限される。このため、以下のことについて普及啓発を行う。 

１ 二次被害の発生防止のため、発災後の混乱が落ち着くまでは「むやみに移動を開始しない」 

２ 災害用伝言ダイヤル(171)、携帯電話による災害用伝言板サービス等、複数の安否確認手段の活用 

３ 多様な場面や視点を想定した徒歩帰宅に必要な装備の準備、家族との連絡手段、徒歩帰宅ルートの確認 

４ 公共機関が提供する正確な情報を入手し冷静に行動する。 

５帰宅できるまで、自助・共助による助け合い。 

 

第３ 鉄道・道路等の情報共有のしくみの確立 

府は、観光客保護・帰宅困難者対策の促進のため、関西広域連合・隣接府県・鉄道機関・バス協会などとの

間で、情報のとりまとめ方法、情報提供のしくみを確立していく。 

 

観光客・帰宅困難者情報共有系統図 
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第４ 災害時帰宅支援ステーション事業の推進 

「災害時における帰宅困難者支援に関する協定」（関西広域連合）を促進し、観光客・帰宅困難者支援体制

を充実する。 

 
第５ 事業所等への要請 

１  府は、都市計画等に係る国の制度等も活用し、企業等に施設の耐震化・事務所設備等の転倒防止・ガラス

の飛散防止などの安全化、飲料水・食料などの備蓄、一時宿泊場所の確保等について働きかける。 

２ 事業所等に、発災時間帯別対応の基本ルールを以下のとおり定めるよう働きかける。 

(1) 就業時間帯に発災 

従業員に一斉帰宅行動の抑制を働きかけ、発災後の混乱が落ち着くまでは事業所等内に待機するよう指

示 

来所者を事業所内の待機スペースに誘導 

(2) 出勤・帰宅時間帯に発災 

自宅又は事業所等のいずれか近い方へ向かうよう指示（自宅にいるときは自宅待機を指示） 

３ 事業者等に、重大な災害が発生するおそれがある場合は、避難や一斉帰宅行動による混雑・混乱を防ぐた

め、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業等の自主的な措置を講じることについて働きかける。 

４ 事業所等に、事業所防災計画や事業継続計画（ＢＣＰ）等において、発災直後の一斉帰宅の抑制を図るた

め、従業員等の施設内待機や施設内待機のための備蓄、施設の安全確保や発災時の来所者保護等に係る計画

の策定に努めるよう働きかける。 

 
第６ 観光客等への支援の検討 

１ 府は関西広域連合及び市町村と協力し、災害時に多くの滞留者が発生すると想定されるターミナル駅や観

光地における観光客等の災害時における的確な行動について、観光協会、旅行会社、ホテル・旅館業者等と

連携し周知・公報に努めるとともに、的確な情報提供が行えるよう情報提供体制の構築に努める。また、タ

ーミナル駅周辺等のオープンスペースや公園、寺社等の施設管理者と協定を締結するなどして、一時退避場

所の確保に努めるとともに、公共施設のほか、集客施設、学校等の施設管理者やホテル・旅館業者と協定を

締結するなどして、一時滞在施設の確保に努める。 

２  府は、市町村、鉄道事業者、観光協会、旅行会社、ホテル・旅館事業者等と連携し、観光案内所を訪れた

外国人や宿泊施設に滞在する外国人旅行者に対して、各鉄道の計画運休や運行状況等の情報を集約して、多

言語（英語以外を含む。）でリアルタイムに伝達するとともに、相談の受付をするなど外国人支援体制を構

築する。 

また、外国人向けの防災訓練の実施並びに日本における災害の重大さ、災害関連情報の入手手段及び災害

時の行動（医療機関のかかり方等を含む。）について普及・啓発に努める。 

３  学生ボランティア等の活用について検討するとともに、府民に対しても、災害時に可能な範囲で外国人旅

行者に災害発生を知らせ、避難行動を促す等の支援をするよう呼びかける。 

４ 府は駐日外国公館等との連携体制の構築に努める。 
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第３６章 集中豪雨対策に関する計画 

（各機関） 

 
第１節 計画の方針 

 
近年、強い台風や梅雨期の集中豪雨により、全国で毎年のように大規模な水害が発生している。さらに、急激な

雷雲の発生による局地的な集中豪雨のため浸水被害や土砂災害が多発している状況である。 

各機関においては、災害発生に備えた気象情報の収集、情報の発信など情報連絡体制の強化、避難体制・避難基

準の強化、地域の危険箇所等の住民周知など防災教育の強化、要配慮者対策の推進・強化、避難ルートの安全対策、避難

施設の設備充実などのソフト対策から、森林環境の整備、荒廃農地の復元整備による保水機能の確保、土砂災害を防止す

るための治山や地滑りの対策、河川・下水道など治水施設の整備と雨水貯留・浸透施設の整備など流域全体のハード対策

まで、気候変動を踏まえつつ、多方面から府民の安心・安全を確保するための対策を講じる。 

 

 

第２節 計画の内容 

 
第１ ソフト対策の推進・検討 

施設整備などのハード対策には予算的に限りがあり対策の完成までに時間を要する場合が多いことから、大

規模災害に対しては人的被害を極力軽減する減災対策として自治体と地域の防災組織などが連携を図り情報伝

達や避難に重点をおいた自助・共助・公助への取り組みが必要である。 

１ 情報の収集・集約・伝達に係る連絡体制の強化・充実 

２ 避難体制等の取り組み強化 

(1) 客観的避難基準の充実 

(2) 被災の危険性を考慮した避難所・避難場所の設定 

(3) 避難方法の設定と避難ルート・支援ルートの確保 

３ 防災教育、防災訓練等による住民意識の向上と周知徹底 

４ 要配慮者対策の強化 

 

第２ ハード対策の実施・検討 

河川・下水道・砂防堰堤など計画的な施設整備の促進、施設機能の適切な維持管理に加え、避難行動支援な

どのソフト対策と連携した施設整備や、まちづくりと一体となった、流域全体での総合的な雨水流出抑制の取

り組みが必要である。 

１ 計画的な防災施設整備の促進と適切な機能管理 

(1) 河川施設・下水道施設の整備（洪水対策、浸水対策） 

(2) 治山ダム・砂防堰堤の整備（森林保全、土石流対策） 

(3) 斜面・法面崩壊対策の実施（地すべり防止、急傾斜地崩壊対策、林地崩壊対策） 

(4) 防災機能を維持するための適切な施設管理、機能管理、老朽化対策等の実施 

２ 流域全体での総合的な雨水流出抑制の取り組み 

(1) 山地・森林環境の保全と整備 

(2) 農地の持つ防災機能の保全と整備 

(3) 雨水貯留・浸透施設の設置 

(4) 適正な土地利用の誘導、規制など 
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第３ 総合的な集中豪雨対策の促進 

個々の機関による集中豪雨対策を総合的に実施することで、効率的かつ効果的な対策を行うことが可能とな

り、府民の安心・安全を確保するため、取り組み推進に向け検討を進める。 
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第３７章 都市公園施設防災計画 

 

 
第１節 現 況 

 
府立都市公園は、現在12箇所、425.7haある。都市公園は、災害時に避難場所、緩衡緑地等の機能を有するとと

もに、防災活動の拠点となる施設である。 

 
京都府立都市公園 (令和５年４月１日現在) 

 

都 市 公 園 名 所 在 地 供用面積(ha) 備 考 

嵐山公園 京都市 10.6 
 

嵐山東公園 〃 11.4 
 

鴨川公園 〃 39.9 
 

伏見港公園 〃 3.7 
 

洛西浄化センター公園 京都市・長岡京市 5.6 
 

宇治公園 宇治市 1.6 
 

山城総合運動公園 〃 94.9 
 

天橋立公園 宮津市 25.1 
 

丹後海と星の見える丘公園 〃 142.9 
 

木津川運動公園 城陽市 12.7 
 

関西文化学術研究都市記念公園 精華町 24.1 
 

丹波自然運動公園 京丹波町 53.2 
 

合 計 
 

425.7 
 

 

 

 
第２節 計画の方針 

 
府立都市公園については、利用者の安全を確保するため、災害の被害を最小限にとどめるとともに、災害時に避

難場所や防災・復旧活動拠点等として機能するよう必要な施設整備を行う。 

また、広域避難場所や一時避難場所となるオープンスペースを確保するため、京都府広域緑地計画に基づき、公

園緑地の整備推進を図る。 

 

 

第３節 計画の内容 

 
第１ 府立都市公園の防災機能整備 

各府立都市公園の特性に応じた災害時の役割を検討の上、必要に応じ次の整備を順次行う。 

特に、山城総合運動公園、丹波自然運動公園及び木津川運動公園については、その役割に応じ防災施設の整

備を行う。 
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１ 防火帯となる植樹帯等の整備 

２ 避難場所や復旧活動の場、ヘリポート等に活用可能な広場、駐車場及び屋外運動施設（競技場、球技場、

野球場、テニスコート等）を整備するとともに、公園内の園路や橋の安全性向上対策 

３ 避難施設や防災拠点として活用可能な体育館、管理事務所、クラブハウス等の建築物について、必要に

応じた整備 

４ 避難生活や防災活動に利用可能な、非常用の電源、通信、照明、水供給設備、耐震性貯水槽等の整備 

 

第２ 公園緑地の整備計画の策定 

環境保全、レクリエーション、景観構成機能及び、災害時の被害の緩衝、避難・救援活動の場の提供等の防

災機能を持つ公園緑地の保全・整備を図るため、必要に応じて京都府広域緑地計画の見直しを行う。 

また、市町村が都市緑地法に基づき、都市公園の整備、緑地の保全及び都市緑化の推進に関する基本計画で

ある「緑の基本計画」を策定するに当たり、公園緑地が十分に防災機能を発揮できるよう指導する。 
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第３８章 広域防災活動拠点等計画 

（危機管理部） 

 
第１節 広域防災活動拠点の整備 

 
府は、大規模災害時の自衛隊、警察、消防等防災関係機関の応援隊の集結や全国からの救援物資の集配など、応

急活動の拠点となる広域防災活動拠点を定め、次のような機能を確保できるよう整備する。 

[広域防災活動拠点の機能] 

①防災関係機関等の活動拠点機能 ②ヘリポート機能 ③現地調整本部機能 ④物資等の集積・集配機能 

⑤広域防災活動拠点活動維持・継続のための機能 

 

 
 

第２節 広域防災活動拠点とする施設 

 
第１ 施設名、所在地 

被災地域へのアプローチや被災時における交通・輸送の代替・有機的な確保が図られるよう、北部、中部、

南部の地域ブロック別に配置し、次の施設とする。南部地域の施設は、人口的にも府域全体をカバーする中核

施設とする。 

また、応急活動の状況に応じて上記以外にも府消防学校を始め、府の既存施設等を活用するとともに、防災

関係機関に協力を依頼して必要な施設を確保する。 

さらに、救援物資の集配については、物流事業者等と連携し、民間の物流施設やノウハウの活用を進める。 

 

（広域防災活動拠点施設） 
 

地 域 施設名 所在地 面積 

北 部 京都舞鶴港 舞鶴市 48.4ha 

中 部 丹波自然運動公園 船井郡京丹波町曽根崩下代110-7 53.2ha 

南部(中核) 山城総合運動公園 宇治市広野町八軒屋谷1 94.9ha 

京都市 京都御苑 京都市上京区京都御苑 65ha 

※京都舞鶴港の面積は、緑地、埠頭用地、民間倉庫を含めた面積 

 

 
 

第３節 広域応援の受入れ 

府は、関西広域連合の関西防災・減災プランに基づき、受援体制を確立する。

第１ 開設、連絡調整 

１ 府は、広域防災活動拠点の設置を決定し、施設管理者に連絡する。府から連絡を受けた施設管理者は、施

設の受け入れ体制を整える。 

また、府は、施設管理者と施設・設備の使用や開設手順について事前に定める。 

２ 府は、関係機関との連絡系統や調整手順を定めるとともに、広域防災活動拠点に連絡調整のための連絡所を 

設置する。 
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第２ 資機材・設備等の準備 

府は、広域防災活動拠点の活動に必要な資機材、設備の使用等について、配置や使用手順を定めて準備する。 

 

第３ 訓練の実施 

府は、広域防災活動拠点を迅速に開設して円滑に運用されるよう、施設管理者及び関係機関との訓練を実施

する。 

 

 

第４節 広域的な防災機能強化を図る道の駅 

 
府は、大規模災害時のライフライン事業者等の応援隊の集結や全国からの救援物資の集積・集配など、広域防災

活動拠点と連携し、広域的な応急活動を支援する拠点となる道の駅を、次のように定める。 

 

地域 道の駅名 所在地 

中部 和 船井郡京丹波町坂原モジリ11 

中部 京丹波 味夢の里 船井郡京丹波町曽根深シノ65-1 
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